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第１章 総則 

第１節 目 的 

（略） 

なお、本計画は、「持続可能な開発目標（ＳＤＧs）」の主にゴール１、

11、13、17の達成に資するものである。 

 

 

 

 

※  持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：ＳＤＧｓ） 

2015年９月に国連サミットで採択された、2030年を期限とする先進国を含

む国際社会全体の開発目標であり、17のゴール（目標）と、それぞれの下

により具体的な169のターゲットがある。全ての関係者（先進国、途上国、

民間企業、ＮＧＯ、有識者等）の役割を重視し、「誰一人取り残さない」

社会の実現を目指して、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に統合的

に取り組むもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第１節 目 的 

（略） 

（新設） 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 / 75 

令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 
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第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

３ 北海道 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

北海道 

十勝総合 

振興局 

地 域 

創生部 

危 機 

対策室 

１ 十勝総合振興局地域災害対策連絡協議会に関

すること。 

２ 防災に関する組織の整備並びに物資及び資材

の備蓄等その他災害予防措置に関すること。 

３ 防災知識の普及及び教育並びに過去の災害か

ら得られた教訓を伝承する活動の支援に関するこ

と。 

４ 災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関す

ること。 

５ 町及び指定地方公共機関の処理する防災に関

する事務又は業務の実施を助け総合調整に関する

こと。 

６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。 

（略） 

７ 広尾町教育委員会 

事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

１ 災害時における被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の指導を行

うこと。 

２ 文教施設の被害調査及び報告に関すること。 

３ 文教施設及び文化財の保全対策等の実施に関すること。 

４ 公立学校における防災教育に関すること 

第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

（略） 

３ 北海道 

機 関 名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

北海道 

十勝総合 

振興局 

地 域 

政策課 

１ 十勝総合振興局地域災害対策連絡協議会に関

すること。 

２ 防災に関する組織の整備並びに物資及び資材

の備蓄等その他災害予防措置に関すること。 

３ 防災知識の普及及び教育並びに過去の災害か

ら得られた教訓を伝承する活動の支援に関するこ

と。 

４ 災害応急対策及び災害復旧対策の実施に関す

ること。 

５ 町及び指定地方公共機関の処理する防災に関

する事務又は業務の実施を助け総合調整に関する

こと。 

６ 自衛隊の災害派遣要請に関すること。 

（略） 

７ 広尾町教育委員会 

事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

１ 災害時における被災児童及び生徒の救護並びに応急教育の指導を行

うこと。 

２ 文教施設の被害調査及び報告に関すること。 

３ 文教施設及び文化財の保全対策等の実施に関すること。 
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道の機構改正

に伴う修正 
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８ 指定公共機関 

機関名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

（略） 

北 海 道 電 力 

株 式 会 社 

道東統括支社 

１ 電力供給施設の防災対策に関すること。 

２ 災害時における電力の円滑なる供給に関

すること。 

３ 町等の防災関係機関が行う防災業務の協力に関

すること。 

北 海 道 電 力 

ネットワーク 

株 式 会 社 

道東統括支店 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 指定公共機関 

機関名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

（略） 

北 海 道 電 力 

株 式 会 社 

帯 広 支 店 

１ 電力供給施設の防災対策に関すること。 

２ 災害時における電力の円滑なる供給に関

すること。 

３ 町等の防災関係機関が行う防災業務の協力に関

すること。 

北 海 道 電 力 

ネットワーク 

株 式 会 社 

帯 広 支 店 
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北海道電力支

社・支店名変

更に伴う修正 
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第２章 広尾町の地勢と災害の概要 

１ 自然条件 

（略） 

資料 

気象統計表 

年 
 
別 

 気 温（℃） 
 最大瞬間風
速（m/s） 

 最大風速
（m/s） 

降水量 
(mm/年) 

天気日数 
最大 
日降 
水量 
（mm
） 

平 
均 

最 
高 

最 
低 

風 
速 

風 
向 

起 
日 

風 
速 

風 
向 

起 
日 

不 
照 

降 
雨 

雪 霧 

（略） 

３ 8.3 34.3 -17.0 37.9 W 

２
月
16
日 

19.8 W 

２
月
16
日 

2,214.0 67 124 87 52 123.0 

４ 8.4 32.0 -14.0 31.7 W 

４
月
27
日 

19.8 W 

４
月
27
日 

1,843.5 57 127 79 51 109.5 

 

２ 災害の概況 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 広尾町の地勢と災害の概要 

１ 自然条件 

（略） 

資料 

気象統計表 

年 
 
別 

 気 温（℃） 
 最大瞬間風
速（m/s） 

 最大風速
（m/s） 

降水量 
(mm/年) 

天気日数 
最大 
日降 
水量 
（mm
） 

平 
均 

最 
高 

最 
低 

風 
速 

風 
向 

起 
日 

風 
速 

風 
向 

起 
日 

不 
照 

降 
雨 

雪 霧 

（略） 

（新設） 

 

２ 災害の概要 

（略） 
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時点修正 
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文言の修正 
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第３章 防災組織 

第１節 防災会議 

１ 組 織 

 

（略） 

 

第３章 防災組織 

第１節 防災会議 

１ 組 織 

 

（略） 
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防災会議委員

組織名変更

（十勝総合振

興局、北海道

電力 NW

（株）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
釧 路 開 発 建 設 部 釧 路 港 湾 事 務 所 長     

    
帯 広 開 発 建 設 部 次 長 （ 河 川 ・ 道 路 担 当 ）   

（指定地方行政機関） 

 

   帯 広 開 発 建 設 部 広 尾 道 路 事 務 所 長 
   

広 尾 海 上 保 安 署 長     
    

十勝西部森林管理署広尾森林事務所地域統括森林官     
    

帯 広 測 候 所 長     
    

帯 広 建 設 管 理 部 大 樹 出 張 所 長   
（北海道十勝総合振興局） 

 
   

保 健 環 境 部 広 尾 地 域 保 健 支 所 長     
    

地 域 創 生 部 危 機 対 策 室 主 幹     
  （北海道警察）  

広 尾 警 察 署 長     

会
長
（
広
尾
町
長
） 

   
副 町 長  （広尾町）  

  
企 画 課 長   

 （広尾町教育委員会）  
教 育 長    

   
と か ち 広 域 消 防 事 務 組 合 局 長  

（消防） 
 

  
と か ち 広 域 消 防 事 務 組 合 広 尾 消 防 署 長    

    
広 尾 町 消 防 団 長     

    
日 本 郵 便 ㈱ 広 尾 郵 便 局 長     

  
（指定公共機関） 

 
東日本電信電話㈱北海道事業部北海道東支店長    

    
日 本 通 運 ㈱ 十 勝 港 支 店 長     

    
北海道電力ネットワーク㈱道東統括支店 
大樹ネットワークセンター所長     

    
広 尾 町 商 工 会 長     

    
広 尾 漁 業 協 同 組 合 長     

  （公共的団体等）  
広 尾 町 農 業 協 同 組 合 長   

 
 

   
広 尾 建 設 業 協 会 長    

    
広 尾 町 社 会 福 祉 協 議 会 長 

    
  （自主防災組織・学識経験者）  

町 内 自 主 防 災 会 長     
  （自衛隊）  

陸上自衛隊第５旅団第４普通科連隊第２中隊長     
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第２節 災害対策本部 

５ 配備体制 

（略） 

非常配備に関する基準 

区

分 

種

別 
配   備   時   期 配 備 内 容 

（略） 

本
部
の
設
置
後 

第
２
種
非
常
配
備
体
制 

１ 警戒レベル４相当の防災気象情報

が発表されたとき。 

・土砂災害警戒情報 

・高潮特別警報、高潮警報 

・土砂災害、浸水害、洪水害の危険度

分布が「危険（紫）」以上となっ

たとき（気象庁ＨＰを参照） 

 

２ 災害の発生が予想される場合又は

災害が発生したとき。 

３ 震度５弱の地震が発生したとき。 

４ 北海道太平洋沿岸中部に津波警報

が発表されたとき。 

５ その他必要により本部長が当該非

常配備を指令したとき。 

関係各部の所要人員

で、情報収集連絡活

動及び応急措置を施

し、状況により第３

種配備体制に直ちに

切り替え得る体制を

とるものとする。 

また、第一次避難所

の各管理責任者は、

災害対策本部で開設

を決定した避難所の

開設を速やかに行

う。 

 

 

 

第２節 災害対策本部 

５ 配備体制 

（略） 

非常配備に関する基準 

区

分 

種

別 
配   備   時   期 配 備 内 容 

（略） 

本
部
の
設
置
後 

第
２
種
非
常
配
備
体
制 

１ 警戒レベル４相当の防災気象情報

が発表されたとき。 

・土砂災害警戒情報 

・高潮特別警報、高潮警報 

・土砂災害、浸水害、洪水害の危険度

分布が「非常に危険（うす紫）」

以上となったとき（気象庁ＨＰを

参照） 

２ 災害の発生が予想される場合又は

災害が発生したとき。 

３ 震度５弱の地震が発生したとき。 

４ 北海道太平洋沿岸中部に津波警報

が発表されたとき。 

５ その他必要により本部長が当該非

常配備を指令したとき。 

関係各部の所要人員

で、情報収集連絡活

動及び応急措置を施

し、状況により第３

種配備体制に直ちに

切り替え得る体制を

とるものとする。 

また、第一次避難所

の各管理責任者は、

災害対策本部で開設

を決定した避難所の

開設を速やかに行

う。 
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キキクルの

「うす紫」と

「濃い紫」の

「紫」への統

合に伴う修正 
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第３節 気象業務に関する計画 

２ 気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報及び火災

気象通報 

(1) 気象等に関する特別警報・警報・注意報の種類、発表基準及び伝達 

ア 種類及び発表基準 

(ｱ) 気象等に関する特別警報 

種類 概要 

大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいと予想されたときに発表され

る。 

（略） 

暴風特別警報 暴風が特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいと予想されたときに発表され

る。 

高潮特別警報  台風や低気圧による海面の上昇が特に異常である

ため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

予想されたときに発表される。 

（略） 

波浪特別警報 高い波が特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいと予想されたときに発表され

る。 

大雪特別警報  大雪が特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいと予想されたときに発表され

る。 

 

第３節 気象業務に関する計画 

２ 気象等に関する特別警報・警報・注意報、土砂災害警戒情報及び火災

気象通報 

 (1)気象等に関する特別警報・警報・注意報の種類、発表基準及び伝達 

ア 種類及び発表基準 

(ｱ) 特別警報 

種類 概要 

大雨特別警報 大雨が特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいときに発表される。 

 

（略） 

暴風特別警報 暴風が特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいときに発表される。 

 

高潮特別警報  台風や低気圧による海面の上昇が特に異常である

ため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

きに発表される。 

（略） 

波浪特別警報  高い波が特に異常であるため重大な災害が発生す

るおそれが著しく大きいときに発表される。 

 

大雪特別警報  大雪が特に異常であるため重大な災害が発生する

おそれが著しく大きいときに発表される。 

 

 

 

 

 

 

 

3-13 

3-14 

3-16 

北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 
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暴風雪特別警報  雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が

発生するおそれが著しく大きいと予想されたときに

発表される。 

（略） 

※ 土砂崩れの特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂

災害）」として発表される。 

 

(ｲ) 気象等に関する警報・注意報 

    ａ 気象警報（警報発表基準は、(ｶ)参照） 

大雨警報 （略） 

大雨警報（土砂災害）は、高齢者等が危険な場所か

ら避難する必要があるとされる警戒レベル３に相

当。 

（略） 

(ｵ) 洪水警報及び注意報 

洪水警報 （略） 

高齢者等は危険な場所から避難する必要があるとさ

れる警戒レベル３に相当。 

※ 土砂崩れ及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警

報及び気象注意報に含めて行われる。 

 

 

 

 

 

暴風雪特別警報  雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が

発生するおそれが著しく大きいときに発表される。 

 

（略） 

※ 地面現象の特別警報は、大雨特別警報に含めて「大雨特別警報（土砂

災害）」として発表される 

 

(ｲ) 気象等に関する警報・注意報 

    ａ 気象警報（警報発表基準は、(ｶ)参照） 

大雨警報 （略） 

大雨警報（土砂災害）は、高齢者等は危険な場所か

らの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

 

（略） 

(ｵ) 洪水注意報及び警報 

洪水警報 （略） 

高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警

戒レベル３に相当。 

※ 地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警

報及び気象注意報に含めて行われる。 
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   (ｶ)警報基準（数値はいずれも予想値） （令和５年６月８日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (ｶ)警報基準（数値はいずれも予想値） （令和２年８月６日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-17 

釧路地方気象

台の警報・注

意報基準値変

更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気 象 官 署 帯広測候所 

地 域 細 分 広尾町 

暴風（平均風速） 陸上20m/s  海上25m/s以上 

暴 風 雪 

（ 平 均 風 速 ） 
陸上18m/s  海上25m/s以上 雪による視程障害を伴う 

波浪（有義波高） 6.0m 

高 潮 （ 潮 位 ） 1.4m 

大 雨 

（浸水害） 
表 面 雨 量 

指 数 基 準 
18 

（土砂災害） 
土 壌 雨 量 

指 数 基 準 
153 

洪 水 流 域 雨 量 指 数 基 準 

豊似川流域＝32.6 野塚川流域＝17.9 

楽古川流域＝27.9 オピツマナイ川流域＝8.3 

西広尾川流域＝16.2 美幌川流域＝15.7 

音調津川流域＝19.6 

大 雪 50cm以上 ※現地の12時間降雪の深さ 

記 録 的 短 時 間 大 雨 情 報 １時間雨量＝90㎜ 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

   (ｷ)注意報基準（数値はいずれも予想値）（令和５年６月８日現在） 

 

   (ｷ)注意報基準（数値はいずれも予想値）（令和２年８月６日現在） 

 

3-18 

釧路地方気象

台の警報・注

意報基準値変

更に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気 象 官 署 帯広測候所 

地 域 細 分 広尾町 

風雪（平均風速） 陸上 10m/s  海上15m/s  雪による視程障害を伴う 

強風（平均風速） 陸上 12m/s  海上15m/s 

波浪（有義波高） 3.0m 

高 潮 （ 潮 位 ） 1.0m 

大 雨 
表面雨量指数基準 13 

土壌雨量指数基準 94 

洪 水 
流域雨量指数基準 

豊似川流域＝26 野塚川流域＝14.3 

楽古川流域＝22.3 オピツマナイ川流域＝6.6 

西広尾川流域＝12.9 美幌川流域＝12.5 

音調津川流域＝15.6 

複 合 基 準 音調津川流域＝（６, 9.8） 

大 雪 30cm以上 ※現地の12時間降雪の深さ 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

乾 燥 最小湿度30％以下で実効湿度60％以下 

濃 霧 （ 視 程 ） 200m以下 

霜（最低気温） ３℃以下 

な だ れ 
①24時間降雪の深さ30cm以上 

②積雪の深さ50cm以上で日平均気温５℃以上 

低 温 

４・５・10月（最低気温）平年より５℃以上低い 

11月～３月（最低気温）平年より８℃以上低い 

６月～９月（平均気温）平年より４℃以上低い日が２日以上継続 

着 雪 気温が０℃ぐらいで強度並以上の雪が数時間以上継続 

着 氷 （ 船 体 ） 水温４℃以下、気温－５℃以下で風速８m/s以上 

融 雪 

（雨量、融雪量） 
24時間雨量と融雪量（相当水量）の合計が60mm以上 
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新 旧 備考欄 
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（略） 

注５ 複合基準は、(表面雨量指数,流域雨量指数)の組み合わせによる基

準値を表す。 

 

  イ 防災気象情報と警戒レベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

  イ 防災気象情報と警戒レベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-19 

釧路地方気象

台の警報・注

意報基準値変

更に伴う修

正、キキクル

の「うす紫」

と「濃い紫」

の「紫」への

統合に伴う図

表差し替え 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

(2) キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）等 

    キキクル等の種類と概要 

種類 概要 

土砂キキク

ル（大雨警

報（土砂災

害）の危険

度分布）※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地

図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す

情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測

を用いて常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（土砂

災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、危険

度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警

戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確

認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされ

る警戒レベル２に相当。 

浸水キキク

ル（大雨警

報（浸水

害）の危険

度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測

を、地図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けし

て示す情報。１時間先までの表面雨量指数の予測を用い

て常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等

が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的

に確認することができる。 

 

(2) キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）  

    キキクル の種類と概要 

種類 概要 

土砂キキク

ル（大雨警

報（土砂災

害）の危険

度分布）※ 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地

図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す

情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測

を用いて常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（土砂

災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、危険

度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル４に相当。 

 

 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確

認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされ

る警戒レベル２に相当。 

浸水キキク

ル（大雨警

報（浸水

害）の危険

度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測

を、地図上で１km 四方の領域ごとに５段階に色分けし

て示す情報。１時間先までの表面雨量指数の予測を用い

て常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等

が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的

に確認することができる。 
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キキクルの

「うす紫」と

「濃い紫」の

「紫」への統

合、「黒」の

新設に伴う修

正 
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・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５に相当 

洪水キキク

ル（洪水警

報の危険度

分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周

知河川及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まり

の予測を、地図上で河川流路を概ね１km ごとに５段階

に色分けして示す情報。３時間先までの流域雨量指数の

予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、洪水警報等

が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的

に確認することができる。 

・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必

要とされる警戒レベル５に相当。 

・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警

戒レベル４に相当。 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確

認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされ

る警戒レベル２に相当。 

流域雨量指

数の予測値 

指定河川洪水予報の発表対象でない中小河川（水位周知

河川及びその他河川）の、上流域での降雨による、下流

の対象地点の洪水危険度の高まりの予測を、洪水警報等

の基準への到達状況に応じて危険度を色分けした時系列

で表す情報。6 時間先までの雨量分布の予測（降水短時

間予報等）を用いて 10 分ごとに更新している。 
 

 

 

洪水キキク

ル（洪水警

報の危険度

分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周

知河川及びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まり

の予測を、地図上で河川流路を概ね１km ごとに５段階

に色分けして示す情報。３時間先までの流域雨量指数の

予測を用いて常時 10 分ごとに更新しており、洪水警報等

が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的

に確認することができる。 

・「非常に危険」（うす紫）：危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル４に相当。 

 

 

・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要

とされる警戒レベル３に相当。 

・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確

認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされ

る警戒レベル２に相当。 

（新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-21 

北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

(5) 気象情報等 

(ｱ) 早期注意情報（警報級の可能性） 

   ５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表さ

れる。当日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域

と同じ発表単位（十勝地方）で、２日先から５日先にかけては日単位で、

週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（釧路・根室・十勝地方）で発

表される。大雨と高潮に関して、[高]又は[中]が予想されている場合は、

災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１である。 

（略） 

 (ｳ) 記録的短時間大雨情報 

    大雨警報発表中に数年に一度しか発生しないような猛烈な雨（1時

間降水量）が観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レー

ダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）され、かつ、キキクル

（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に、気象庁から

発表される。 

（略） 

  (ｳ)竜巻注意情報 

    積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風

に対して注意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況

下において竜巻等の激しい突風の発生する可能性が高まった時に十

勝地方に発表する。なお、実際に危険度が高まっている場所につい

ては竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。また、竜

巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、

その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高

まっている旨を発表する。 

  この情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

(5) 気象情報等 

 (ｱ) 早期注意情報（警報級の可能性） 

   ５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表さ

れる。当日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域

と同じ発表単位（十勝地方）で、２日先から５日先にかけては日単位で、

週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（釧路・根室・十勝地方）で発

表される。大雨 に関して、[高]又は[中]が予想されている場合は、災害

への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１である。 

（略） 

 (ｳ) 記録的短時間大雨情報 

    大雨警報発表中の二次細分区域（広尾町）において、キキクル

（危険度分布）の「非常に危険」（うす紫）が出現し、かつ数年に

一度程度しか発生しないような猛烈な１時間降水量が観測(地上の雨

量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わ

せた分析)されたときに、気象庁から発表される。 

（略） 

  (ｳ)竜巻注意情報 

    積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風

に対して注意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況

下において竜巻等の激しい突風の発生する可能性が高まった時に十

勝地方に発表する。なお、実際に危険度が高まっている場所につい

ては竜巻発生確度ナウキャストで確認することができる。また、竜

巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、

その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高

まっている旨を発表する。 

  この情報の有効期間は、発表から １時間である。 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 
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３ 気象等に関する特別警報・警報・注意報の伝達系統及び方法 

（略） 

気象予警報伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 気象等に関する特別警報・警報・注意報の伝達系統及び方法 

（略） 

気象予警報伝達系統図 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波警報等伝達系統図（新） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（防災行政無線等） 

（広報車等） 

広尾町役場 

（企画課長） 

ＮＨＫ帯広放送局 

十勝総合振興局 

ＮＴＴ東日本 

ＮＴＴ西日本 

（警報のみ） 

広尾消防署 

広尾町消防団 

職  員 

広尾町農業協同組合 

広尾漁業協同組合 

十勝西部森林管理署 

広尾森林事務所 

広尾海上保安署 

一 
 
 

般 
 
 

住 
 
 

民 

札 

幌 

管 

区 

気 

象 

台 

北海道 

（危機対策課） 

帯広開発建設部 

広
尾
道
路
事
務
所 

広
尾
漁
業
協
同
組
合 

港
湾
事
業
者
等 

消防庁 

釧路開発建設部 

釧
路
港
湾
事
務
所 

気 
 

象 
 

庁 

携帯電話事業者 

広尾警察署 

警察庁 

北海道開発局 

釧路海上保安部 

第一管区海上保安本部 

北海道警察本部 

釧路方面本部 
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第４章 災害予防計画 

（略） 

また、町、道及び国は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状

況を予め想定し、各機関が実施する災害対応を時系列で整理した防災行動

計画（タイムライン）を作成するよう努めるものとし、災害対応の検証を

踏まえ、必要に応じて同計画の見直しを行うとともに、平時から訓練や研

修等を実施し、同計画の効果的な運用に努めるものとする。 

加えて、町、道及び国は、円滑な災害応急対策及び災害復旧に資するよ

う、物資供給等の事業者と協定を締結しておくなど協力体制を構築すると

ともに、老朽化した社会資本について、その適切な維持管理に努めるもの

とする。 

 

第１節 防災思想・知識の普及･啓発及び防災教育の推進に関する計画 

１ 実施責任者 

(2) 町 

（略） 

ウ 過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えてい

くため，大規模災害に関する調査分析結果等の各種資料を広く収集・整理

し、適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう地図情報

その他の方法により公開に努めるものとする。また、国土地理院と連携し

て、自然災害伝承碑（災害に関する石碑やモニュメント等）の持つ意味を

正しく後世に伝えていくよう努めるものとする。 

 

 

 

 

第４章 災害予防計画 

（略） 

また、町、道及び国は、円滑な災害応急対策及び災害復旧に資するよ

う、物資供給等の事業者と協定を締結しておくなど協力体制を構築すると

ともに、老朽化した社会資本について、その適切な維持管理に努めるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

第１節 防災思想・知識の普及･啓発及び防災教育の推進に関する計画 

１ 実施責任者 

(2) 町 

（略） 

ウ 過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくた

め，大災害に関する調査分析結果等の各種資料を広く収集・整理し、適切

に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう地図情報その他の

方法により公開に努めるものとする。 
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２ 配慮すべき事項 

（略） 

(4) 地域の防災力を高めていくため、一般住民向けの専門的・体系的な防

災教育訓練の提供、学校における防災教育の充実、防災に関する教材（副

読本）の充実を図るものとする。また、学校における消防団員等が参画し

た体験的・実践的な防災教育の推進にも努めるものとする。 

 

第４節 相互応援（受援）体制整備計画 

３ 災害時におけるボランティア活動の環境整備 

（略） 

(3) 町及び道は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時

の登録、ボランティア活動や避難所運営等に関する研修制度、災害時にお

ける防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア

活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等

について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、研修や訓練を通じ

て推進するものとする。 

（略） 

(5)町は、災害発生時における官民連携体制の強化を図るため、広尾町地域

防災計画等において、災害ボランティアセンターを運営する者（広尾町社

会福祉協議会等）を明確化するとともに、災害ボランティアセンターの設

置・運営における役割分担等を相互に協議の上、定めるよう努めるものと

する。特に災害ボランティアセンターの設置予定場所や災害ボランティア

センターの運営に係る費用負担については、広尾町地域防災計画に明記す

る、相互に協定を締結する等により、あらかじめ明確化しておくよう努め

るものとする。 

 

２ 配慮すべき事項 

（略） 

(4) 地域の防災力を高めていくため、一般住民向けの専門的・体系的な防

災教育訓練の提供、学校における防災教育の充実、防災に関する教材（副

読本）の充実を図るものとする。 

 

 

第４節 相互応援（受援）体制整備計画 

３ 災害時におけるボランティア活動の環境整備 

（略） 

(3) 町及び道は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時

の登録、 研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調

整を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、

被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の

整備・強化を、研修や訓練を通じて推進するものとする。 

 

（略） 

(新設) 
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第６節 避難体制整備計画 

１ 避難誘導体制の構築 

（略） 

(3) 町及び道は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が

可能となるよう、他の地方公共団体との応援協定や、広域避難における居

住者等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」とい

う。）の運送に関する運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具

体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるとともに、関係機関と連携

して実践型の防災訓練を実施するよう努めるものとする。 

 

３ 避難所の確保等 

（略） 

(2) 町は、主として要配慮者を滞在させることが想定されるものにあって

は、上記に加えて次の基準に適合する施設を福祉避難所として指定す

る。 

  ア ～ ウ （略） 

  エ 要配慮者に対して円滑な情報伝達ができるよう、多様な情報伝達

手段の確保に努めていること。 

（略） 

(4) 町は、避難所の指定にあたっては、次の事項について努めるものとす

る。 

（略） 

 イ 特別養護老人ホーム等の施設を活用し、避難所内の一般の避難スペ

ースでは生活することが困難な障がい者、医療的ケアを必要とする者等の

要配慮者が、避難所での生活において特別な配慮が受けられるなど、要配

慮者の状態に応じて安心して生活できる体制を整備した福祉避難所を指定

第６節 避難体制整備計画 

１ 避難誘導体制の構築 

（略） 

(3) 町及び道は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が

可能となるよう、他の地方公共団体との応援協定や、広域避難における居

住者等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」とい

う。）の運送に関する運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具

体的な避難・受入方法を含めた手順等を定める よう努めるものとする。 

 

 

３ 避難所の確保等 

（略） 

(2) 町は、主として要配慮者を滞在させることが想定されるものにあって

は、上記に加えて次の基準に適合する施設を福祉避難所として指定す

る。 

  ア ～ ウ （略） 

  （新設） 

 

（略） 

(4) 町は、避難所の指定にあたっては、次の事項について努めるものとす

る。 

（略） 

 イ 特別養護老人ホーム等の施設を活用し、避難所内の一般の避難スペ

ースでは生活することが困難な障がい者 等の要配慮者が、避難所で

の生活において特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じ

て安心して生活できる体制を整備した福祉避難所を指定する。 
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する。特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引機

等の医療機器の電源の確保等の必要な配慮に努めるものとする。 

 

６ 町における避難計画の策定等 

（略） 

(2) 防災マップ・ハザードマップ等の作成及び住民への周知 

   町は、住民の円滑な避難を確保するため、災害発生時に人の生命又

は身体に危険が及ぶおそれがあると認められる土地の区域を表示した

図面に、災害に関する情報の伝達方法、避難場所及び避難路等、必要

となる事項を記載した防災マップ、ハザードマップ等を作成し、印刷

物の配布その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

   ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害

リスクや住宅の条件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先

を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避

難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も

選択肢としてあること 等の避難に関する情報の意味の理解の促進に

努めるものとする。 

 

 

(3) 町の避難計画 

ア ～ エ （略） 

オ 避難場所の開設に伴う被災者救護措置に関する事項 

   (ｱ) 給水、給食措置 

   (ｲ) 毛布、寝具等の支給 

   (ｳ) 衣料、日用必需品の支給 

   (ｴ) 冷暖房及び発電機用燃料の確保 

 

 

 

６ 町における避難計画の策定等 

（略） 

 (2) 防災マップ・ハザードマップ等の作成及び住民への周知 

   町は、住民の円滑な避難を確保するため、災害発生時に人の生命又

は身体に危険が及ぶおそれがあると認められる土地の区域を表示した

図面に、災害に関する情報の伝達方法、避難場所及び避難路等、必要

となる事項を記載した防災マップ、ハザードマップ等を作成し、印刷

物の配布その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

   ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害

リスクや住宅の条件等を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先

を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避

難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も

選択肢としてあること、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」

すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものと

する。 

 

 (3) 町の避難計画 

  ア ～ エ （略） 

オ 避難場所の開設に伴う被災者救護措置に関する事項 

   (ｱ) 給水、給食措置 

   (ｲ) 毛布、寝具等の支給 

   (ｳ) 衣料、日用必需品の支給 

   (ｴ) 暖房及び発電機用燃料の確保 
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   (ｵ) 負傷者に対する応急救護 

 

第７節 避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画 

１ 安全対策 

 (1)町の対策 

   町は、企画課や保健福祉課をはじめとする関係各課の連携の下、平

常時から避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画を作成し、定期的に更新を行うとともに、庁舎

等の被災等の事態が生じた場合においても要配慮者の安全の確保等に

支障が生じないよう、電子媒体と紙媒体の両方で保管するほか、被災

者支援業務の迅速化・効率化のため、デジタル技術を積極的に検討す

る等、名簿情報及び個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとす

る。 

（略） 

オ 個別避難計画の作成 

    企画課、保健福祉課をはじめとする関係部署、これらの部署によ

る横断的な組織のほか、福祉部門職、社会福祉協議会、民生委員、

地域住民、NPO等の避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報

に係る避難行動支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を

作成するよう努める。この場合、例えば積雪寒冷地における積雪や

凍結といった地域特有の課題に留意するものとする。また、個別避

難計画については、避難行動支援計画については、避難行動要支援

者の状況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方

法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新

するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画

の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努

   (ｵ) 負傷者に対する応急救護 

 

第７節 避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画 

１ 安全対策 

 (1)町の対策 

   町は、企画課や保健福祉課をはじめとする関係各課の連携の下、平

常時から避難行動要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者

名簿及び個別避難計画を作成し、定期的に更新を行うとともに、庁舎

等の被災等の事態が生じた場合においても要配慮者の安全の確保等に

支障が生じないよう、電子媒体と紙媒体の両方で保管する 等、名簿

情報及び個別避難計画情報の適切な管理に努めるものとする。 

 

 

（略） 

   オ 個別避難計画の作成 

    企画課、保健福祉課をはじめとする関係部署、これらの部署によ

る横断的な組織のほか、避難支援等関係者と連携しながら作成に取

り組む。 
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めるものとする。 

（略） 

   カ 避難支援等関係者への事前の個別避難計画の提供 

    町は、避難支援等関係者が避難行動要支援者の災害時における避

難方法や避難支援の内容等を事前に把握・検討し、個々の要支援者

ごとに個別避難計画の実効性を高めるため、避難支援等の実施に必

要な限度で、避難支援等関係者に提供する。ただし、避難行動要支

援者及び避難支援等実施者の同意が得られない場合は提供しない。 

    また、個別避難計画の実効性を確保する観点等から、多様な主体

の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る

ものとする。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措

置を講じるものとする。 

 

第１１節 避難体制整備計画 

１ 現況 

   本町の河川は、２級河川の広尾川をはじめ多くの河川があるが、この

うち、特に降雨、融雪等で河川が増水、河川の溢流、堤防の決壊等によ

り災害が予想される危険予想区域は次のとおりである。 

 

（令和６年３月１日現在） 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

   カ 避難支援等関係者への事前の個別避難計画の提供 

    町は、避難支援等関係者が避難行動要支援者の災害時における避

難方法や避難支援の内容等を事前に把握・検討し、個々の要支援者

ごとに個別避難計画の実効性を高めるため、避難支援等の実施に必

要な限度で、避難支援等関係者に提供する。ただし、避難行動要支

援者及び避難支援等実施者の同意が得られない場合は提供しない。 

 

 

 

 

 

 

第１１節 避難体制整備計画 

１ 現況 

 本町の河川は、２級河川の広尾川をはじめ多くの河川があるが、このう

ち、特に降雨、融雪等で河川が増水、河川の溢流、堤防の決壊等により災

害が予想される危険予想区域は次のとおりである。 

 

（平成30年３月１日現在） 

（略） 
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第１２節 風害予防計画 

１ 予防対策 

 国、道及び町は、次のとおり予防対策を実施するものとする。 

 

 (1) 北海道森林管理局、北海道 

   海岸線及び内陸部における風害（霧害を含む）を防ぐため、防災林

造成事業等の治山事業を推進するものとする。 

 

第１３節 雪害予防計画 

４ 除雪車両配置計画 

                   (令和６年１月５日現在) 

車     種 区  域 備 考 

除雪ダンプ（町） 広尾市街・紋別 １台 

除雪ダンプ（町） 広尾市街・東豊似 １台 

除雪ダンプ（町） 広尾市街・楽古・上野塚 １台 

グレーダー（町） 広尾市街 １台 

タイヤショベル（町） 広尾市街 ２台 

ロータリー車（町） 広尾町内全域 １台 

ロータリー車（町） 広尾市街（歩道） １台 

除雪専用車（委託） 広尾市街 ３台 

除雪専用車（委託） 広尾市街・山フンベ １台 

除雪専用車（委託） 新生・本野塚 １台 

第１２節 風害予防計画 

１ 予防対策 

 国、道及び町は、次のとおり予防対策を実施するものとする。 

 

 (1) 北海道森林管理局、北海道 

   海岸線及び内陸部における風害（霧害を含む）を防ぐため、海岸防

災林造成事業や防風林造成事業等の治山事業を推進するものとする。 

 

第１３節 雪害予防計画 

４ 除雪車両配置計画 

                   (平成30年３月１日現在) 

車     種 区  域 備 考 

除雪ダンプ（町） 広尾市街・紋別 １台 

除雪ダンプ（町） 広尾市街・東豊似 １台 

除雪ダンプ（町） 広尾市街・楽古・上野塚 １台 

グレーダー（町） 広尾市街 １台 

タイヤショベル（町） 広尾市街 ２台 

ロータリー車（町） 広尾町内全域 １台 

ロータリー車（町） 広尾市街（歩道） １台 

除雪専用車（委託） 広尾市街 ３台 

除雪専用車（委託） 広尾市街・山フンベ １台 

除雪専用車（委託） 新生・本野塚 １台 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

除雪専用車（委託） 紋別・スクールバスゾーン １台 

ショベル（委託） 音調津、美幌、浜フンベ １台 

ショベル（委託） 中広尾 １台 

ショベル（委託） 広尾市街 １２台 

ショベル（委託） 豊似市街 １台 

ショベル（委託） 野塚市街 １台 

ロータリー車（委託） 広尾市街（歩道） ２台 

ブルドーザー（委託） 雪捨場 １台 

計 33 台 

 

第１６節 土砂災害予防計画 

 土砂災害の予防については、本計画の定めるところによる。 

 

１ 概 況 

 (1) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成12年５月８日法律第57号。以下「土砂災害防止法」という。）に

基づく土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定箇所は、別

表１のとおりである。 

(2) 急傾斜地崩壊危険区域及び整備計画は、別表１－１のとおりであ

る。 

 (3) 土石流危険区域及び整備計画は、別表１－２のとおりである。 

 

除雪専用車（委託） 紋別・スクールバスゾーン １台 

ショベル（委託） 音調津、美幌、浜フンベ １台 

ショベル（委託） 中広尾 １台 

ショベル（委託） 広尾市街 ８台 

ショベル（委託） 豊似市街 １台 

ショベル（委託） 野塚市街 １台 

ロータリー車（委託） 広尾市街（歩道） ２台 

ブルドーザー（委託） 雪捨場 １台 

計 29 台 

 

第１６節 土砂災害予防計画 

土砂災害の予防については、本計画の定めるところによる。 

 

１ 概 況 

 (1) 急傾斜地崩壊危険区域及び整備計画は、別表１のとおりである。 

 (2) 土石流危険区域及び整備計画は、別表２のとおりである。 

(3) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成12年５月８日法律第57号。以下「土砂災害防止法」という。）に

基づく土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定箇所は、別

表３のとおりである。 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予防対策 

(1) 土砂災害警戒区域等の周知 

  町は、防災関係機関等と連携し、土砂災害警戒区域等を把握し、防災

工事の推進を図るとともに、適切な警戒避難体制の整備を行い、町民及

び関係機関に周知徹底を図るものとする。 

 

(2) 土砂災害警戒区域等の警戒避難体制の整備 

  町は、降雨等により土砂災害が予想される場合、土砂災害に関する情

報の収集をはじめ、土砂災害警戒区域等の監視並びに巡回等を行い、地

域住民の安全確保を図るための体制の整備に努めるものとする。 

 ア 地域住民等の通報 

  土砂災害の被害の軽減を行うためには、前兆現象を察知し、速やかな

警戒避難体制を確保しなければならない。そのためには、土砂災害警戒

区域等の近隣の地域住民からの通報が重要となる。このことから、町

は、前兆現象を察知した場合、町や防災関係機関への通報方法等につい

て、地域住民へ普及周知を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予防対策 

 (1) 土砂災害危険箇所の周知 

  町は、防災関係機関等と連携し、土砂災害危険箇所を把握し、防災工

事の推進を図るとともに、適切な警戒避難体制の整備を行い、町民及び

関係機関に周知徹底を図るものとする。 

 

(2) 土砂災害危険箇所の警戒避難体制の整備 

  町は、降雨等により土砂災害が予想される場合、土砂災害に関する情

報の収集をはじめ、土砂災害危険箇所の監視並びに巡回等を行い、地域

住民の安全確保を図るための体制の整備に努めるものとする。 

 ア 地域住民等の通報 

  土砂災害の被害の軽減を行うためには、前兆現象を察知し、速やかな

警戒避難体制を確保しなければならない。そのためには、土砂災害危険

箇所の近隣の地域住民からの通報が重要となる。このことから、町は、

前兆現象を察知した場合、町や防災関係機関への通報方法等について、

地域住民へ普及周知を図るものとする。 
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用語の運用変

更に伴う修正

（土砂災害危

険個所→土砂

災害警戒区域

等） 
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（略） 

(3) 土砂災害警戒情報の収集及び伝達 

（略） 

ウ 土砂災害警戒情報の伝達 

  町は、土砂災害警戒情報を受けた場合は、直ちに土砂災害警戒区域等

の町民、町内会及び関係機関に伝達する。 

（略） 

(4) 避難指示等発令基準及び対象区域 

   土砂災害警戒情報等が発表された場合に直ちに避難指示等を発令す

ることを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定するととも

に、土砂災害警戒区域等を避難支持等の発令単位として事前に設定す

るものとする。また、避難指示等は、土砂災害の危険度分布（土砂キ

キクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）及び土砂災害危険度情

報）において危険度が高まっているメッシュと重なった土砂災害警戒

区域等に発令することを基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(3) 土砂災害警戒情報の収集及び伝達 

（略） 

ウ 土砂災害警戒情報の伝達 

  町は、土砂災害警戒情報を受けた場合は、直ちに危険箇所の町民、町

内会及び関係機関に伝達する。 

（略） 

(4) 避難指示等発令基準及び対象区域 

   避難指示等は、土砂災害警戒情報等の気象情報を参考にするほか、

土砂災害の危険度分布（大雨警報（土砂災害）の危険度分布及び土砂

災害危険度情報）において危険度が高まっているメッシュと重なった

土砂災害警戒区域・危険箇所等に発令することを基本とする。 
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【警戒レベル３】 高齢者等避難 

発 令 基 準 

① 大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）が

発表され、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警

戒レベル３相当情報[土砂災害]）となった場合 
 

② 警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降

雨を伴う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過するこ

とが予想される場合（大雨注意報が発表され、当該注意報の中

で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相

当情報[土砂災害]）に切り替える可能性が高い旨に言及されて

いる場合など）（夕刻時点で発令） 

対 象 区 域 

① 北海道土砂災害警戒情報システムの土砂災害危険度情報（以下

「土砂災害危険度情報」という。）において「警戒（赤）」（警

戒レベル３相当情報［土砂災害］）となったメッシュと重なる

土砂災害警戒区域等 
 

② 上記②の基準に該当する地域と重なる土砂災害警戒区域等 

 

【警戒レベル３】 高齢者等避難 

発 令 基 準 

① 大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）が発

表され、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警戒レ

ベル３相当情報[土砂災害]）となった場合 
 

② 警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降雨を

伴う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予

想される場合（大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間

～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂

災害]）に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合など）

（夕刻時点で発令） 

対 象 区 域 

① 北海道土砂災害警戒情報システムの土砂災害危険度情報（以下「土

砂災害危険度情報」という。）において「警戒（赤）」（警戒レ

ベル３相当情報［土砂災害］）となったメッシュと重なる土砂災

害警戒区域・危険箇所等 
 

② 上記②の基準に該当する地域と重なる土砂災害警戒区域・危険箇

所等 
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現行の運用に

伴う修正（土

砂災害危険個

所→土砂災害

警戒区域等） 

キキクルの

「うす紫」と

「濃い紫」の

「紫」への統

合、「黒」の

新設に伴う修

正 

 

 

 

 

 

 

 

 

【警戒レベル４】避難指示 

発 令 基 準 

① 土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災害]）が発表

された場合 
 

② 土砂災害の危険度分布で「危険（紫）」（警戒レベル４相当情

報[土砂災害]）となった場合 
 

③ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を

伴う前線や台風等が、夜間～翌日早朝に接近・通過することが

予想される場合（夕刻時点で発令） 
 

④ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を

伴う台風等が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過

することが予想される場合（立退き避難中に暴風が吹き始める

ことがないよう暴風警報の発表後速やかに発令） 
 

⑤ 土砂災害の前兆現象（山鳴り、湧き水・地下水の濁り、渓流の

水量の変化等）が発見された場合 
 

※夜間・未明であっても、発令基準例①～②又は⑤に該当する場合

は、躊躇なく警戒レベル４避難指示を発令する。 

対 象 区 域 

① 土砂災害危険度情報において「危険（紫）」（警戒レベル４相

当情報［土砂災害］）となったメッシュと重なる土砂災害警戒

区域等 
 

② 上記③～④の基準に該当する地域と重なる土砂災害警戒区域

等 
 

③ 上記⑤の当該前兆現象が発見された箇所及びその周辺の区域 

 （土砂災害警戒区域等等以外の区域で発見された場合を含む。） 

 

【警戒レベル３】 高齢者等避難 

発 令 基 準 

① 大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）が

発表され、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警

戒レベル３相当情報[土砂災害]）となった場合 
 

② 警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降

雨を伴う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過するこ

とが予想される場合（大雨注意報が発表され、当該注意報の中

で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相

当情報[土砂災害]）に切り替える可能性が高い旨に言及されて

いる場合など）（夕刻時点で発令） 

対 象 区 域 

① 北海道土砂災害警戒情報システムの土砂災害危険度情報（以下

「土砂災害危険度情報」という。）において「警戒（赤）」（警

戒レベル３相当情報［土砂災害］）となったメッシュと重なる

土砂災害警戒区域等 
 

② 上記②の基準に該当する地域と重なる土砂災害警戒区域等 

 

【警戒レベル３】 高齢者等避難 

発 令 基 準 

① 大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害]）が発

表され、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警戒レ

ベル３相当情報[土砂災害]）となった場合 
 

② 警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降雨を

伴う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予

想される場合（大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間

～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂

災害]）に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合など）

（夕刻時点で発令） 

対 象 区 域 

① 北海道土砂災害警戒情報システムの土砂災害危険度情報（以下「土

砂災害危険度情報」という。）において「警戒（赤）」（警戒レ

ベル３相当情報［土砂災害］）となったメッシュと重なる土砂災

害警戒区域・危険箇所等 
 

② 上記②の基準に該当する地域と重なる土砂災害警戒区域・危険箇

所等 

 
【警戒レベル４】避難指示 

発 令 基 準 

① 土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報[土砂災害]）が発表

された場合 
 

② 土砂災害の危険度分布で「非常に危険（うす紫）」（警戒レベ

ル４相当情報[土砂災害]）となった場合 
 

③ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を

伴う前線や台風等が、夜間～翌日早朝に接近・通過することが

予想される場合（夕刻時点で発令） 
 

④ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を

伴う台風等が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過

することが予想される場合（立退き避難中に暴風が吹き始める

ことがないよう暴風警報の発表後速やかに発令） 
 

⑤ 土砂災害の前兆現象（山鳴り、湧き水・地下水の濁り、渓流の

水量の変化等）が発見された場合 
 

※夜間・未明であっても、発令基準例①～②又は⑤に該当する場合

は、躊躇なく警戒レベル４避難指示を発令する。 

対 象 区 域 

① 土砂災害危険度情報において「非常に危険（うす紫）」（警戒

レベル４相当情報［土砂災害］）となったメッシュと重なる土

砂災害警戒区域・危険箇所等 
 

② 上記③～④の基準に該当する地域と重なる土砂災害警戒区域・

危険箇所等 
 

③ 上記⑤の当該前兆現象が発見された箇所及びその周辺の区域 

 （土砂災害警戒区域・危険箇所等以外の区域で発見された場合を

含む。） 
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(5) 要配慮者への支援 

  土砂災害警戒区域等の避難行動要支援者を含む要配慮者への支援につ

いては、本章第７節「避難行動支援者等の要配慮者に関する計画」に定

めるところによる。 

  また、土砂災害警戒区域等内に存在する要配慮者利用施設の管理者に

対して、電話・ＦＡＸ等により土砂災害警戒情報や避難情報等を確実に

伝達する。 

（略） 

３ 形態別予防計画 

(1) 土石流予防計画 

  住民に対し、土砂災害警戒区域等及び崩壊土砂流出危険地区の周知に

努めるとともに、必要な警戒避難体制に関する事項について周知・啓発

を図るものとする。また、危険区域の住民に対し、河川等の異常（山

鳴、水位の急激な減少、急激な濁り）の報告や住民自身による防災措置

（自主避難等）などの周知・啓発を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 要配慮者への支援 

  土砂災害危険箇所の避難行動要支援者を含む要配慮者への支援につい

ては、本章第７節「避難行動支援者等の要配慮者に関する計画」に定め

るところによる。 

  また、土砂災害危険箇所内に存在する要配慮者利用施設の管理者に対

して、電話・ＦＡＸ等により土砂災害警戒情報や避難情報等を確実に伝

達する。 

（略） 

３ 形態別予防計画 

(1) 土石流予防計画 

  住民に対し、土砂災害警戒区域、土石流危険渓流及び崩壊土砂流出危

険地区の周知に努めるとともに、必要な警戒避難体制に関する事項につ

いて周知・啓発を図るものとする。また、危険区域の住民に対し、河川

等の異常（山鳴、水位の急激な減少、急激な濁り）の報告や住民自身に

よる防災措置（自主避難等）などの周知・啓発を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【警戒レベル５】緊急安全確保 

発 令 基 準 

（災害が切迫） 

① 大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報［土砂災害］）

が発表された場合 
 

（災害発生を確認） 

② 土砂災害が発生した場合 

対 象 区 域 

① 土砂災害危険度情報において「極めて危険（濃い紫）」となっ

たメッシュと重なる土砂災害警戒区域・危険箇所等 
 

② 家屋の倒壊や道路の崩壊など、人的被害につながるおそれのあ

る規模の土砂災害が発生した箇所及びその周辺の区域（土砂災

害警戒区域・危険箇所等以外の区域で発見された場合を含む。） 

 

【警戒レベル５】緊急安全確保 

発 令 基 準 

（災害が切迫） 

① 大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報［土砂災害］）

が発表された場合 
 

（災害発生を確認） 

② 土砂災害が発生した場合 

対 象 区 域 

① 土砂災害危険度情報において「災害切迫（黒）」となったメッ

シュと重なる土砂災害警戒区域等 
 

② 家屋の倒壊や道路の崩壊など、人的被害につながるおそれのあ

る規模の土砂災害が発生した箇所及びその周辺の区域（土砂災

害警戒区域等以外の区域で発見された場合を含む。） 
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 (2) 崖崩れ防止対策 

  住民に対し、土砂災害警戒区域等の周知に努めるとともに、必要な警

戒避難体制に関する事項について周知・啓発を図るものとする。また、

危険区域の住民に対し、急傾斜地の異常（亀裂、湧水、噴水、濁り水）

の報告や住民自身による防災措置（土壌の安定化、浮石等の除去、水路

の清掃、自主避難等）などの周知・啓発を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 崖崩れ防止対策 

  住民に対し、土砂災害警戒区域及び急傾斜地崩壊危険箇所の周知に努

めるとともに、必要な警戒避難体制に関する事項について周知・啓発を

図るものとする。また、危険区域の住民に対し、急傾斜地の異常（亀

裂、湧水、噴水、濁り水）の報告や住民自身による防災措置（土壌の安

定化、浮石等の除去、水路の清掃、自主避難等）などの周知・啓発を図

るものとする。 
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第５章 災害応急対策計画 

第１節 災害情報収集・伝達計画 

２ 被害状況報告 

（略） 

○火災・災害等即報に関する情報の送付・連絡先 

【通常時の報告先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 災害応急対策計画 

第１節 災害情報収集・伝達計画 

２ 被害状況報告 

（略） 

○火災・災害等即報に関する情報の送付・連絡先 

【通常時の報告先】 
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第４節 避難対策計画 

１ 避難実施責任者及び措置内容 

（略） 

このため、避難指示のほか、避難行動要支援者等、特に避難行動に

時間を要する者に対して、その避難行動支援対策と対応しつつ、早め

の段階で避難行動を開始することを求めるとともに、高齢者等以外の

者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自

主的な避難を呼びかける高齢者等避難を伝達する必要がある。 

（略） 

(1) 町長（基本法第60条） 

（略） 

  イ 町長は、避難のための立退き又は緊急安全確保措置の指示を行う

ことができない場合は、警察官又は海上保安官にその指示を求め

る。 

 

２ 避難措置における連絡、助言、協力及び援助 

 （略） 

(2) 助言 

  ア 町 

    町は、避難のための立退き又は緊急安全確保措置の指示を行うに

際して、必要があると認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等

を有している帯広測候所等、国や道の関係機関から、災害に関する情

報等の必要な助言を求めることができるものとする。 

    町は、避難指示等を行う際に必要な助言を求めることができるよ

う、国や道の関係機関との間でホットラインを構築するなど、災害時

における連絡体制を整備するよう努める。 

第４節 避難対策計画 

１ 避難実施責任者及び措置内容 

（略） 

このため、避難指示のほか、避難行動要支援者等、特に避難行動に

時間を要する者に対して、その避難行動支援対策と対応しつつ、早め

の段階で避難行動を開始することを求めるとともに、高齢者等以外の

者に対して、必要に応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自

主的な避難を呼びかける高齢者等避難を発令する必要がある。 

（略） 

(1) 町長（基本法第60条） 

（略） 

  イ 町長は、避難のための立退き又は緊急安全確保措置措置の

指示を行うことができない場合は、警察官又は海上保安官に

その指示を求める。 

 

２ 避難措置における連絡、助言、協力及び援助 

 （略） 

(2) 助言 

  ア 町 

    町は、避難のための立退き又は緊急安全確保措置の指示を行うに

際して、必要があると認めるときは、災害対応の多くの専門的知見等

を有している帯広測候所等、国や道の関係機関から、災害に関する情

報等の必要な助言を求めることができるものとする。 

    町は、避難指示等を行う際に必要な助言を求めることができるよ

う、国や道の関係機関との間でホットラインを構築するなど、災害時

における連絡体制を整備するよう努める。 
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   さらに、市町村は、避難指示等の発令に当たり、必要に応じて気象

防災アドバイザー等の専門家の技術的な助言等を活用し、適切に判断

を行うものとする。 

 

３ 避難指示等の周知 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 避難指示等の周知 

 （略） 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-33 

キキクルの

「うす紫」と

「濃い紫」の

「紫」への統

合に伴う修正 

 

 

 

 

 

【警戒レベル４】 避難指示 

発 令 時 の 状 況 

 災害が発生するおそれが高く、災害リスクのある区域等の居住者等

が危険な場所から避難するべき状況。 

 居住者等はこの時点で避難することにより、災害が発生する前まで

に緊急避難場所等への立退き避難を完了することが期待できる。 

判 断 基 準 

① 津波警報又は大津波警報が発表されたとき 

② 津波警報等の情報が入手できない場合であって、津波発生の可能

性があると判断される地震の揺れ方を覚知し、避難を要すると判

断されたとき 

③ 地震等による火災が延焼拡大のおそれがあるとき 

④ 警戒レベル４相当の防災気象情報（土砂災害警戒情報・高潮警報・

高潮特別警報）のいずれかが発表されたとき 

⑤ 危険度分布（土砂・浸水・洪水）のいずれかが「非常に危険（う

す紫）」以上となったとき 

⑥ 土砂災害の前兆現象（山鳴り、湧き水・地下水の濁り、渓流の水

量の変化等）が発見されたとき 

⑦ 河川が警戒水位を超え、なお水位が上昇するおそれがあるとき 

⑧ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨や暴風

を伴う台風等の影響により、立退き避難が困難となることが予想

されるとき 

住民に求める行動 ・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内安全確保）する。 

 

【警戒レベル４】 避難指示 

発 令 時 の 状 況 

 災害が発生するおそれが高く、災害リスクのある区域等の居住者等

が危険な場所から避難するべき状況。 

 居住者等はこの時点で避難することにより、災害が発生する前まで

に緊急避難場所等への立退き避難を完了することが期待できる。 

判 断 基 準 

① 津波警報又は大津波警報が発表されたとき 

② 津波警報等の情報が入手できない場合であって、津波発生の可能

性があると判断される地震の揺れ方を覚知し、避難を要すると判

断されたとき 

③ 地震等による火災が延焼拡大のおそれがあるとき 

④ 警戒レベル４相当の防災気象情報（土砂災害警戒情報・高潮警報・

高潮特別警報）のいずれかが発表されたとき 

⑤ 危険度分布（土砂・浸水・洪水）のいずれかが「危険（紫）」以

上となったとき 

⑥ 土砂災害の前兆現象（山鳴り、湧き水・地下水の濁り、渓流の水

量の変化等）が発見されたとき 

⑦ 河川が警戒水位を超え、なお水位が上昇するおそれがあるとき 

⑧ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨や暴風

を伴う台風等の影響により、立退き避難が困難となることが予想

されるとき 

住民に求める行動 ・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内安全確保）する。 
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９ 避難場所 

 避難場所は、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される緊

急避難場所及び被災者が避難生活を送るための避難所、さらに一般の避難

場所では生活することが困難な障がい者、医療的ケアを必要とする者等の

要配慮者のための福祉避難所に区分し、災害の種別、規模、避難人数その

他の状況を判断し、あらかじめ定めている施設から指定するものとする。

特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医

療機器の電源の確保等の必要な配慮に努めるものとする。 

 

10 避難場所の開設 

 (1) 町は、災害時は、必要に応じ、避難指示等の発令にあわせて避難場

所を開設するとともに、住民等に対し周知徹底を図るものとする。 

（略） 

(9) 避難場所開設の報告 

   避難所を開設したときは、関係機関等による支援が円滑に講じられ

るよう次の事項を十勝総合振興局に報告する。 

 

11 避難場所の運営管理等 

(1) 町は、避難場所の適切な運営管理を行うものとする。この際、避難

場所における情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等について

は、避難者、住民、自主防災組織等及び避難所運営について専門性

を有したNPO・ボランティア等の協力が得られるように努めるととも

に、必要に応じ、他の市町村やボランティア団体等に対して協力を

求めるものとする。 

    また、町は指定避難所の運営に関し、役割分担を明確化し、避難

者に過度の負担がかからないよう配慮しつつ、避難者が相互に助け

９ 避難場所 

   避難場所は、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される緊

急避難場所及び被災者が避難生活を送るための避難所、さらに一般の避難

場所では生活することが困難な 要配慮者のための福祉避難所に区分し、

災害の種別、規模、避難人数その他の状況を判断し、あらかじめ定めてい

る施設から指定するものとする。 

 

 

 

10 避難場所の開設 

 (1) 町は、災害時は、必要に応じ、 避難場所を開設するとともに、住

民等に対し周知徹底を図るものとする。 

（略） 

(9) 避難場所開設の報告 

   避難所を開設したときは、 次の事項を十勝総合振興局に報告す

る。 

 

11 避難場所の運営管理等 

 (1) 町は、避難場所の適切な運営管理を行うものとする。この際、避難

場所における情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等について

は、避難者、住民、自主防災組織等 の協力が得られるように努める

とともに、必要に応じ、他の市町村やボランティア団体等に対して協

力を求めるものとする。 
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合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早期に移行できるよ

う、その立ち上げを支援するものとする。この際、避難生活支援に

関する知見やノウハウを有する地域の人材に対して協力を求めるな

ど、地域全体で避難者を支えることができるよう留意するものとす

る。 

 （略） 

 (5) 町は、避難場所の生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよ

う実態とニーズ把握に努めるものとする。そのため、食事供与の状

況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じるものとす

る。その際、避難場所の良好な生活環境の継続的な確保のために、町

や道、医療・保健関係者等は連携して、段ボールベッドの早期導入

や、衛生面において優れたコンテナ型のトイレの配備等の支援を行う

とともに、専門家、NPO・ボランティア等との定期的な情報交換や避難

生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材確保・育成に努

めるものとする。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシー

の確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師

や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみ

の処理の状況など、避難者の健康状態や避難場所の衛生状態の把握に

努め、必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

 （略） 

 (17) 町は、言語、生活環境、防災意識の異なる外国人をいわゆる要配慮

者として位置付け、災害時に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次の

ような条件・環境づくりに努めるとともに、様々な機会をとらえて防

災対策の周知を図る。 

   また、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報

を必要とする在日外国人と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とす

 

 

 

 

 

（略） 

(5) 町は、避難場所の生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよ

う実態とニーズ把握に努めるものとする。そのため、食事供与の状

況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じるものとす

る。その際、避難場所の良好な生活環境の継続的な確保のために、町

や道、医療・保健関係者等は連携して、段ボールベッドの早期導入

や、衛生面において優れたコンテナ型のトイレの配備等の支援を行う

とともに、専門家 等との定期的な情報交換 に努めるものとする。

また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴

施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師や看護師等による

巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、し尿・ごみの処理の状況な

ど、避難者の健康状態や避難場所の衛生状態の把握に努め、必要な措

置を講じるよう努めるものとする。 

 

 （略） 

(新設) 
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る訪日外国人は行動特性や情報ニーズが異なることを踏まえ、それぞ

れに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整備や、円滑な避難誘導体

制の構築に努める。 

  １ 多言語による広報の充実 

  ２ 指定緊急避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化 

  ３ 外国人を含めた防災訓練・防災教育の充実 

  ４ 外国人観光客等に対する相談窓口の設置 

 

第６節 自衛隊派遣要請及び派遣活動計画 

（略） 

指定部隊長 担当部課 所 在 地 電  話 

第４普通科 

連隊長 

連隊第３科 帯広市 

南町南７線 

31番地 

0155-48-5121 

内3030 

（当直3001） 

 

第９節 ヘリコプター等活用計画 

７ 救急患者の緊急搬送手続等 

（略） 

(3) 空中輸送 

   緊急に輸送（傷病者等の搬送等）の必要が生じたときは、道防災航

空室にヘリコプターによる空中輸送を要請するものとする。また、そ

の後の状況により、自衛隊の派遣を依頼（総合振興局経由）する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 自衛隊派遣要請及び派遣活動計画 

（略） 

指定部隊長 担当部課 所 在 地 電  話 

第５旅団長 第３部防衛班 帯広市 

南町南７線 

31番地 

0155-48-5121 

内2237 

（当直2303） 

 

第９節 ヘリコプター等活用計画 

７ 救急患者の緊急搬送手続等 

（略） 

(3) 空中輸送 

   陸上輸送が途絶し、緊急に輸送（傷病者等の搬送等）の必要が生じ

たときは、道防災航空室にヘリコプターによる空中輸送を要請するも

のとする。また、その後の状況により、自衛隊の派遣を依頼（総合振

興局経由）する。 
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第１０節 救助救出計画 

１ 実施責任 

 （略） 

また、町は、救助力が不足すると判断した場合には、隣接市町村、北

海道等の応援を求める。 

  町は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者についても、関係機

関の協力を得て、積極的に情報収集を行うものとする。 

 

２ 救助救出活動 

 (1) 被災地域における救助救出活動 

（略） 

 (2) 海上における救助救出活動 

   第一管区海上保安本部は、海上災害が発生した場合、速やかに巡視

船艇及び航空機により、海上における遭難者の救出救助を実施する。 

   また、海上における災害応急対策の実施に支障を来さない範囲にお

いて、陸上における救助・救出活動等について支援する。 

 

第１５節 交通応急対策計画 

２ 交通応急対策の実施 

   発災後の道路啓開、応急復旧を迅速に行うため、関係機関及び道路管理

者相互の連携の下、あらかじめ道路啓開等の計画を立案するなど事前の備

えを推進する。 

   道路啓開については、北海道道路啓開計画【第2版】（令和４年１２月 

北海道道路啓開計画検討協議会）に基づき実施する。 

（略） 

４ 海上交通安全の確保 

第１０節 救助救出計画 

１ 実施責任 

 （略） 

また、町は、救助力が不足すると判断した場合には、隣接市町村、北

海道等の応援を求める。 

 

 

 

２ 救助救出活動 

 (1) 被災地域における救助救出活動 

（略） 

 (2) 海上における救助救出活動 

   第一管区海上保安本部は、海上災害が発生した場合、速やかに巡視

船艇及び航空機により、海上における遭難者の救助活動を実施する。 

 

 

 

第１５節 交通応急対策計画 

２ 交通応急対策の実施 

   発災後の道路啓開、応急復旧を迅速に行うため、関係機関及び道路管理

者相互の連携の下、あらかじめ道路啓開等の計画を立案するなど事前の備

えを推進する。 

 

 

（略） 

４ 海上交通安全の確保 
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（略） 

 (1) ～ (3) （略） 

 (4) 船舶交通の混乱を避けるため、災害の概要、港湾・岸壁及び航路標

識の状況、関係機関との連絡手段等、船舶の安全な運航に必要と考え

られる情報について、無線等を通じ船舶への情報提供を行う。 

 (5) ～ (6) （略） 

 

５ 緊急輸送のための交通規制 

（略） 

 (2) 緊急通行車両の確認手続 

  ア ～ ウ （略） 

オ 発災前確認手続の普及等 

    町、道及び地方行政機関は、輸送協定を締結した事業者等に対

し、緊急通行車両標章交付のための確認手続を発災前に行うことが

できる旨周知を行うとともに、自らも発災前の手続を積極的に行う

など、その普及を図るものとする。 

 

 

第２５節 住宅対策計画 

２ 実施方法 

 (1) 避難場所 

   町長は、災害により住宅が被害を受け居住の場所を失った者を収容

保護するため、公共施設等を利用し、避難場所を開設するものとす

る。 

（略） 

(3) 応急仮設住宅 

（略） 

 (1) ～ (3) （略） 

（新設） 

 

 

 (4) ～ (5) （略） 

 

５ 緊急輸送のための交通規制 

（略） 

 (2) 緊急通行車両の確認手続 

  ア ～ エ （略） 

  オ 事前届出制度の普及等 

    町、道及び地方行政機関は、発災後、当該車両に対して緊急通行

車両標章を円滑に交付されるよう、輸送協定を締結した事業者等に

対し、緊急通行車両標章交付のための事前届出制度の周知を行うと

ともに、自らも事前届出を積極的にするなど、その普及を図るもの

とする。 

 

第２５節 住宅対策計画 

２ 実施方法 

(1) 避難場所 

   町長は、災害により住家が被害を受け居住の場所を失った者を収容

保護するため、公共施設等を利用し、避難場所を開設するものとす

る。 

（略） 

(3) 応急仮設住宅 
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  ア 入居対象者 

    原則として、住宅が全壊、全焼又は流出し、居住する住宅がない

者であって、自らの資力では住宅を確保できない者とする。 

（略） 

  エ 建設型応急住宅の建設用地 

    町及び道は、災害時に建設型応急住宅の設置が速やかに行われる

よう、建設可能用地や建設可能戸数について、あらかじめ把握する

ものとする。 

（略） 

カ 規模、構造、存続期間及び費用 

   (ｱ) 建設型応急住宅は、原則として軽量鉄骨組立方式又は木造によ

り、２～６戸の連続建て又は共同建てとし、北海道の気候に適し

た仕様とする。 

     但し、被害の程度その他必要と認めた場合は、一戸建てにより

実施する。 

（略） 

 (5) 住宅の応急修理 

  ア 対象者 

   (ｱ) 住宅が半壊、半焼し、又はこれらに準ずる程度の損傷を受け、

自らの資力では応急修理をすることができない者 

   (ｲ) 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に

住宅が半壊した者 

 

第３２節 災害ボランティアとの連携計画 

３ ボランティアの受入れ 

 町、広尾町社会福祉協議会道及び関係団体は、相互に協力し、ボランテ

  ア 入居対象者 

    原則として、住宅が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない

者であって、自らの資力では住宅を確保できない者とする。 

（略） 

エ 建設型応急住宅の建設用地 

    町及び道は、災害時に応急仮設住宅の設置が速やかに行われるよ

う、建設可能用地や建設可能戸数について、あらかじめ把握するも

のとする。 

（略） 

カ 規模、構造、存続期間及び費用 

   (ｱ) 応急仮設住宅は、原則として軽量鉄骨組立方式又は木造によ

り、２～６戸の連続建て又は共同建てとし、北海道の気候に適し

た仕様とする。 

     但し、被害の程度その他必要と認めた場合は、一戸建てにより

実施する。 

（略） 

 (5) 住宅の応急修理 

  ア 対象者 

   (ｱ) 住宅が半壊、半焼し、又はこれらに準ずる程度の損傷を受け、

自らの資力では応急修理をすることができない者 

   (ｲ) 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に

住家が半壊した者 

 

第３２節 災害ボランティアとの連携計画 

３ ボランティアの受入れ 

 町、広尾町社会福祉協議会道及び関係団体は、相互に協力し、ボランテ
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ィア活動に対する被災地のニーズの把握に努めるとともに、ボランティア

の受入れ、調整等被災地の早期復旧に向け、ボランティアの受入体制を確

保するよう努める。 

 また、ボランティアの受入れに当たっては、ボランティアの技能等が効

果的に活かされるよう配慮するとともに、必要に応じてボランティア活動

の拠点を提供するなど、ボランティア活動の円滑な実施が図られるよう必

要な支援に努める。 

 

 

第３５節 災害救助法の適用と実施 

４ 救助の実施と種類 

救助の実施にあたっては、町長は知事から委任を受けた職権について、

委任の範囲内において迅速に事務を行うものとする。 

救助の種類 主な対象者 実施者区分 

避難所の設

置(供与) 

・災害により現に被害を受け、又は受

けるおそれのある者 

町・日赤道支部 

・災害が発生するおそれのある場合に

おいて、被害を受けるおそれがあり、

現に救助を要する者 

町 

応急仮設住

宅の供与 

住家が全壊、全焼又は流失し、居住す

る住家がない者であって、自らの資力

で住宅を得ることができない者 

対象者、対象個

所の選定：町 

設置：道(但し、

委任したときは

町) 

 

ィア活動に対する被災地のニーズの把握に努めるとともに、ボランティア

の受入れ、調整等被災地の早期復旧に向け、ボランティアの受入体制を確

保するよう努める。 

 また、ボランティアの受入れに当たっては、高齢者や障がい者等への支

援や、外国人とのコミュニケーション等、ボランティアの技能等が効果的

に活かされるよう配慮するとともに、必要に応じてボランティア活動の拠

点を提供するなど、ボランティア活動の円滑な実施が図られるよう必要な

支援に努める。 

 

第３５節 災害救助法の適用と実施 

４ 救助の実施と種類 

救助の実施にあたっては、町長は＿委任を受けた職権について、委任の

範囲内において迅速に事務を行うものとする。 

 (1) 災害が発生した場合 

  ア 避難所の設置 

  イ 応急仮設住宅の供与 

  ウ 炊出しその他による食品の給与 

  エ 飲料水の供給 

  オ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

  カ 医 療 

  キ 助 産 

  ク 災害にかかった者の救出 

  ケ 住宅の応急修理 

  コ 学用品の給与 

  サ 埋 葬 

  シ 遺体の捜索 
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炊出しその

他による食

品の給与 

避難所に避難している者又は住家に被

害を受け若しくは災害により現に炊事

ができない者 

町 

飲料水の供

給 

災害のために現に飲料水を得ることが

できない者 

町 

被服、寝具

その他生活

必需品の給

与又は貸与 

住家の全壊、全焼、流出、半壊又は床

上浸水、全島避難等により、生活上必

要な被服、寝具、その他生活必需品を

損失又は損傷等により使用することが

できず、直ちに日常生活を営むことは

困難な者 

町 

医療 災害により医療の途を失った者 救護班：道・日

赤道支部(但し、

委任したときは

町) 

助産 災害発生の日以前又は以後の7日以内

に分べんした者であって、災害のため

に助産の途を失った者 

救護班：道・日

赤道支部(但し、

委任したときは

町) 

被災者の救

出 

災害のために現に生命若しくは身体が

危険な状態にある者又は生死不明の状

態にある者を捜索し、又は救出する者 

町 

被災した住

宅の応急修

理 

災害のため住宅が半壊(焼)又はこれに

準ずる程度の損傷を受け、雨水の侵入

等を放置すれば住家の被害が拡大する

町 

  ス 遺体の処理 

  セ 障害物の除去 

 

 (2) 災害が発生するおそれがある場合 

  ア 避難所の設置 
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おそれがある者 など 

学用品の給

与 

災害により住家の全壊(焼)、流出、半

壊(焼)又は床上浸水による損失若しく

は損傷等により学用品を使用すること

ができず、就学上支障のある小学校児

童、中学校生徒及び高等学校生(幼稚

園児、専門学生、大学生等は対象外) 

町 

埋葬 災害の際死亡した者を対象に、実際に

埋葬を実施する者に支給 

町 

遺体の捜索 災害のために現に行方不明の状態にあ

り、かつ、四囲の事情により、すでに

死亡していると推定される者を捜索す

る 

町 

遺体の処理 災害の際死亡した者に、死体に関する

処理(埋葬を除く)をする 

町・日赤道支部 

障害物の除

去 

半壊(焼)又は床上浸水した住家であっ

て、住居又はその周辺に運ばれた土

石、竹木等で一時的に居住できない状

態にあり、自力で当該障害物を除去で

きない者 

町 
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第６章 地震・津波災害対策計画 

この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「基本法」と

いう。）第42条の規定及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法（平成16年法律第27号。以下「日本海

溝特措法」という。）及び広尾町防災会議条例（昭和38年条例第５号）第

２条第１項第１号の規定に基づき、広尾町の地域における地震・津波災害

の防災対策に関し、必要な体制を確立するとともに、防災に関してとるべ

き措置を定めることにより、防災活動の総合的かつ計画的な推進を図り、

もって住民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とする。 

 

第４節 災害予防計画 

１ 町民の心構え 

(6) 津波に対する心得 

  ア 一般住民 

   (ｱ) ～ (ｴ)  （略） 

   (ｵ) 強い揺れを伴わず、危険を体感しないままに押し寄せる津波

（いわゆる津波地震や遠地地震、火山噴火等によって引き起こさ

れるもの）が発生する可能性がある。 

 イ 船舶関係者 

（略） 

  ウ 漁業関係者 

(ｱ)  陸上・海上部にいる人は、陸上の指定緊急避難場所に避難す

る。決して漁船や海を見に行かない。漁港にいる漁船等の船舶

の乗船者も陸上の指定緊急避難場所に避難する。 

(ｲ)  漁港周辺にいる漁船等の船舶で避難海域に逃げるほうが早い

場合、または沖合にいる漁船等の船舶は、直ちに水深概ね５０

第６章 地震・津波災害対策計画 

   この計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「基本法」と

いう。）第42条＿及び広尾町防災会議条例（昭和38年条例第５号）第２

条第１項第１号の規定に基づき、広尾町の地域における地震・津波災害

の防災対策に関し、必要な体制を確立するとともに、防災に関してとる

べき措置を定めることにより、防災活動の総合的かつ計画的な推進を図

り、もって住民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的と

する。 

 

 

第４節 災害予防計画 

１ 町民の心構え 

(6) 津波に対する心得 

  ア 一般住民 

   (ｱ) ～ (ｴ)  （略） 

   (ｵ) 強い揺れを伴わず、危険を体感しないままに押し寄せる津波

（いわゆる津波地震や遠地地震＿によって引き起こされるもの）

が発生する可能性がある。 

 イ 船舶関係者 

（略） 

(新設) 
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ｍ以深の海域（一時避難海域）へ避難する。一時避難海域に避

難するまでの間に気象庁からの津波情報を入手し、「大津波警

報」が出された場合、更に水深の深い海域（二次避難海域）へ

避難する。 

(ｳ)  避難解除の判断は、独自の判断で行わず、大津波警報（特別

警報）・津波警報・津波注意報が解除されるまで避難海域で待

機する。 

（略） 

１０ 津波災害予防計画 

 地震による津波災害の予防及び防止に関する計画は、次のとおりであ

る。 

（略） 

 (2) 津波災害に対する予防対策 

   津波の発生を予知し、防御することは極めて困難なことであるが、

この予防対策として過去の被害状況や道が調査研究した「津波浸水想

定区域図」、国が調査した「浸水予測図」などを参考として、国は、

津波予測の高精度化のための観測体制を整備すること、道は、設定し

た「津波浸水想定」を踏まえて、あらかじめ、町の意見を聴いた上

で、津波災害警戒区域の指定や見直しを行うものとする。 

（略） 

 

１３ 建築物等災害予防計画 

(1) 建築物の防災対策 

  ア ～ エ （略） 

  オ 被災建築物の安全対策 

   (ｱ) ～ (ｲ)  （略）  

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

１０ 津波災害予防計画 

 地震による津波災害の予防及び防止に関する計画は、次のとおりであ

る。 

（略） 

 (2) 津波災害に対する予防対策 

   津波の発生を予知し、防御することは極めて困難なことであるが、

この予防対策として過去の被害状況や道が調査研究した「津波浸水予

測図」、国が調査した「浸水予測図」などを参考として、国は、津波

予測の高精度化のための観測体制を整備すること、道は、設定した

「津波浸水想定」を踏まえて、あらかじめ、町の意見を聴いた上で、

津波災害警戒区域の指定 を行うものとする。 

（略） 

 

１３ 建築物等災害予防計画 

 (1) 建築物の防災対策 

  ア ～ エ （略） 

  オ 被災建築物の安全対策 

   (ｱ) ～ (ｲ)  （略）  
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   (ｳ) 町及び道は連携し、石綿の飛散防止に係る関係法令や「災害時

における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（第３版）」（環

境省）等に基づき、石綿使用建築物等の把握、住民等への石綿関

連情報の普及啓発等を行う。 

 

第５節 災害応急対策計画 

２ 地震・津波情報の伝達計画 

   地震・津波情報を迅速かつ的確に伝達するための計画は、次のとおり

である。 

 

 (1) 緊急地震速報 

  ア 緊急地震速報の発表等 

     気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合または長

周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、震度４以上ま

たは長周期地震動階級３以上が予想された地域に対し、緊急地震

速報（警報）を発表する。 

なお、震度が最大６弱以上または長周期地震動階級４の揺れを

予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づけら

れる。 

    注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点

で観測された地震波を解析することにより、地震による強い揺れ

が来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報であ

る。解説や伝達に一定の時間（数秒程度）がかかるため、内陸の

浅い場所で地震が発生した場合などにおいて、震源に近い場所へ

の緊急地震速報の提供が強い揺れの到達に原理的に間に合わな

い。 

   (ｳ) 町及び道は連携し、石綿の飛散防止に係る関係法令や「災害時

における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル（改訂版）」（環

境省）等に基づき、石綿使用建築物等の把握、住民等への石綿関

連情報の普及啓発等を行う。 

 

第５節 災害応急対策計画 

２ 地震・津波情報の伝達計画 

     地震・津波情報を迅速かつ的確に伝達するための計画は、次のとおり

である。 

 

 (1) 緊急地震速報 

  ア 緊急地震速報の発表等 

     気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合 に、震

度４以上 が予想された地域に対し、緊急地震速報（警報）を発

表する。 

なお、震度が最大６弱以上 の揺れを予想した緊急地震速報

（警報）は、地震動特別警報に位置づけられる。 

 

 

    注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点

で観測された地震波を解析することにより、地震による強い揺れ

が来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報であ

る。このため、震源付近では、強い揺れの到達に間に合わない場

合がある。 
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（略） 

(2) 津波警報等の種類及び内容 

（略） 

イ 津波警報等 

(ｱ) 津波警報・注意報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(2) 津波警報等の種類及び内容 

（略） 

イ 津波警報等 

(ｱ) 津波警報・注意報 
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「大津波警

報」、「津波警

報」の行間に
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（略） 

 (ｴ) 地震に関する情報の種類と内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

(ｴ)  地震・津波に関する情報の種類と内容 
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地震情報種類 発 表 基 準 内   容 

地

震

情

報 

震度速報 

震度３以上 地震発生約１分半後に、震度

３以上を観測した地域名と地

震の揺れの検知時刻を速報 

震源に関 

する情報 

震度３以上 

（大津波警報（特別警報）、津波警

報、または注意報を発表した場合は

発表しない） 

「津波の心配がない」または 

「若干の海面変動があるかも 

しれないが被害の心配はな

い」旨を付加して、地震の発

生場所（震源）やその規模

（マグニチュード）を発表 

震源・震度

情報 

・震度１以上 

・津波警報、注意報発表または若干

の海面変動が予想された時 

・緊急地震速報（警報）発表時 

地震発生の場所（震源）やそ

の規模（マグニチュード）、

震度１以上を観測した地点と

観測した震度を発表 

震度５弱以上と考えられる地

域で、震度を入手していない

地点がある場合は、その市町

村名・地点を発表 

その他の情 

報 

顕著な地震の概要を簡潔に記載したもの、震源要素更新のお知らせ

や 

地震が多発した場合の震度１以上を観測した地震回数情報等を発表 

推計震度分

布図 

・震度５弱以上 観測した各地の震度データを

もとに、250m四方ごとに推計

した震度（震度４以上）を図

情報として発表 

遠地地震に 

関する情報 

国外で発生した地震について以下の 

いずれかを満たした場合等 

・マグニチュード７．０以上※ 

・都市部など著しい被害が発生する

可能性がある地域で規模の大きな地

震を観測した場合 

※国外で発生した大規模噴火を覚知

した場合にも発表することがある 

地震の発生時刻、発生場所（震 

源）やその規模（マグニチュー

ド）を概ね30分以内に発表※ 

日本や国外への津波の影響に 

関しても記述して発表 

※国外で発生した大規模噴火

を覚知した場合は1時間半～2

時間程度で発表 

長周期地震

動に関する

観測情報 

・震度１以上を観測した地震のうち

長周期地震動階級1以上を観測した

場合 

地域毎の震度の最大値・長周

期地震動階級の最大値のほ

か、個別の観測点毎に、長周
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 (ｵ)津波に関する情報の種類と内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

２４ 被災建築物安全対策計画 

（略） 

(2) 石綿飛散防災対策 

   被災建築物からの石綿の飛散による二次被害の防止については、次

のとおりとする。 

  ア 基本方針 

    各実施主体は、関係法令や「災害時における石綿飛散防止に係る

取扱いマニュアル（第３版）」(環境省）等に基づき、石綿の飛散防

止措置を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

２４ 被災建築物安全対策計画 

（略） 

(2) 石綿飛散防災対策 

   被災建築物からの石綿の飛散による二次被害の防止については、次

のとおりとする。 

  ア 基本方針 

    各実施主体は、関係法令や「災害時における石綿飛散防止に係る

取扱いマニュアル（改訂版）」(環境省）等に基づき、石綿の飛散防

止措置を講ずるものとする。 
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伴い津波に関
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第７章 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画 

第１節 総 則 

１ 推進計画の目的 

 この計画は、日本海溝特措法第５条第２項の規定に基づき、日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域について、日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震に伴い発生する津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅

速な救助に関する事項、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関し地震防

災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項等を定め、当該地域にお

ける地震防災対策の推進を図ることを目的とする。 

 

 

（略） 

第３節 地震発生時の応急対策等 

（略） 

３ 他機関に対する応援要請 

 (1) 自衛隊の災害派遣については、第５章第６節「自衛隊派遣要請及び

派遣活動計画」に定めるところによる。 

（略） 

 (3) 地震発生後の災害派遣活動が円滑に行えるよう、救助活動拠点・航

空機用救助活動拠点等の確保含む派遣部隊等の受け入れ体制のほか、

救助・救急、応急医療、緊急輸送等の災害派遣活動の具体的な内容に

ついて、あらかじめ自衛隊と調整しておくこととする。 

 

 

 

 

第７章 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進計画 

第１節 総 則 

１ 推進計画の目的 

 この計画は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法（平成16年法律第27号。以下「法」という。）第

６条第１項の規定に基づき、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策

推進地域について、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に伴い発生する津

波からの防護及び円滑な避難の確保 に関する事項、日本海溝・千島海溝

周辺海溝型地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する

事項等を定め、当該地域における地震防災対策の推進を図ることを目的と

する。 

（略） 

第３節 地震発生時の応急対策等 

（略） 

３ 他機関に対する応援要請 

 (1) 自衛隊の 派遣については、第５章第６節「自衛隊派遣要請及び派

遣活動計画」に定めるところによる。 

（略） 
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第４節 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する事項 

１ 津波からの防護 

 町又は堤防、水門等の管理者は、次の方針・計画等に基づき、各種整備

等を行うものとする。 

（略） 

２ 津波に関する情報の伝達等 

  津波に関する情報の伝達に係る基本的事項及び関係者の連絡体制は、

第６章第４節10「津波災害予防計画」及び第６章第５節２「地震、津波

情報の伝達計画」に準じるほか、次の事項にも配慮する。 

 (1)～(3) （略） 

(4) 第一管区海上保安本部（広尾海上保安署）、町及び道は、船舶、漁

船等に対して速やかに大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意

報の伝達を行うものとする。 

   この場合において、予想される津波の高さ、到達時間等を踏まえ、

陸から離れた水深の深い安全水域への避難等のとるべき措置を併せて

示すことに配慮するものとする。 

 

   (5) 町、道及び防災関係機関は、管轄区域内の被害状況を迅速・確実に

把握するための情報収集の経路及びその方法を点検し、災害情報収集

伝達訓練等を通じて、被災状況により通常使用している情報伝達網が

寸断される可能性があることを考慮し円滑な情報伝達体制を整備する

ものとする。 

 

   (6) 町及び道は、必要に応じ防災行政無線等の整備等の方針及び工程等

を定めるものとする。 

 

第４節 津波からの防護及び円滑な避難の確保に関する事項 

１ 津波からの防護のための施設の整備等 

 

 

（略） 

２ 津波に関する情報の伝達等 

  津波に関する情報の伝達に係る基本的事項は第５章第１節から第３節

に定めるところによるほか、次の事項にも配慮する。 

 

 (1)～(3) （略） 

(4) 第一 海上保安本部（広尾海上保安署）、町及び道は、船舶、漁船

等に対して速やかに大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報

の伝達を行うものとする。 

   この場合において、予想される津波の高さ、到達時間等を踏まえ、

陸から離れた水深の深い安全水域への避難等のとるべき措置を併せて

示すことに配慮するものとする。 

 

   (5) 町、道及び防災関係機関は、管轄区域内の被害状況を迅速・確実に

把握するための情報収集の経路及びその方法を点検し、災害情報収集

伝達訓練等を通じて 円滑な情報伝達体制を整備するものとする。 

 

 

 

(新設) 
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３ 地域住民等の避難行動等 

 町は、道等と協力し、避難対象地区の住民等が、津波襲来時に的確な避

難を行うことができるよう次のとおり取り組むこととする。 

また、地震発生後、津波警報が発表された場合、町長は海岸付近の住

民及び船舶等に対し、直ちに安全な場所への避難指示等を行う。 

（略） 

(2) 避難の確保 

（略） 

  ウ  町は、津波に関する被害想定や避難に関する情報等を視覚的に

表したハザードマップを作成し、住民への周知に努めるものとす

る。また、避難場所から避難所への避難経路、防寒機能を備えた

屋内の避難所への二次避難の経路等について考慮するものとす

る。 

（略） 

   カ 避難のための指示 

(ｱ)  町長は、大津波警報（特別警報）・津波警報が発表された場合

又は海面監視により異常現象を発見した場合、海浜等にある者、

海岸付近の住民等に対して、直ちに退避し、安全な場所に避難す

るよう避難指示を行う。また、津波注意報が発表された場合は、

海浜等にある者に対し直ちに退避し、安全な場所に避難するよう

指示を行う。地震発生後、報道機関から津波警報が放送された時

も、同様の措置をとるものとする。 

 また、津波来襲が切迫している場合にあっては、必要に応じ最

寄りの高層ビルなどに緊急避難するよう指示するものとする。 

(ｲ)  町は、強い地震（震度４程度以上）を感じたとき、又は弱い揺

れであっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じた時は、海浜等

３ 避難対策等 

 

 

地震発生後、津波警報が発表された場合、町長は海岸付近の住民及び

船舶等に対し、直ちに安全な場所への避難指示等を行う。 

（略） 

(2) 避難の確保 

（略） 

  ウ  町は、津波に関する被害想定や避難に関する情報等を視覚的に

表したハザードマップを作成し、住民への周知に努めるものとす

る。 

 

 

（略） 

（新設) 
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にある者、海岸付近の住民等に対し、海岸等からの退避、テレ

ビ・ラジオの聴取等警戒体制をとるよう周知するものとし、町長

は、必要と認める場合には、直ちに退避し、安全な場所に避難す

るよう避難指示を行うものとする。 

(ｳ)  避難指示は、災害の状況に及び地域の実情に応じ、防災行政無

線機（戸別受信機を含む。）、北海道防止情報システム、全国瞬

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニ

ティＦＭ放送含む）、携帯電話（緊急速報メール機能含む。）、

ワンセグ等のあらゆる手段を活用して、対象地域の住民に迅速か

つ的確に伝達する。 

 

  キ 避難指示の発令 

    町長は、次の点に留意し、発令基準を定め、上記カにより適切に

避難指示を行うものとする。 

    （参考：「避難情報の発令判断・伝達マニュアル」【北海道作

成】） 

（略） 

  ク 避難場所の指定 

（略） 

ケ 避難場所の維持・運営 

（略） 

   (ｲ) 町は、避難場所への津波警報等の情報の提供、特に冬期におけ

る避難時の低体温症対策として、防寒機能を備えた避難場所等の

確保、乾いた衣類、防寒具、暖房器具・燃料等の備蓄、温かい食

事を提供できる体制の構築など、避難生活環境の確保について配

慮するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  カ 避難指示の発令 

    町長は、次の点に留意し、発令基準を定め、適切に避難指示を行

うものとする。 

 

 

（略） 

  キ 避難場所の指定 

（略） 

ク 避難場所の維持・運営 

（略） 

   (ｲ) 町は、避難場所への津波警報等の情報の提供、特に冬期の暖房

等の避難生活環境の確保について配慮するものとする。 
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（略） 

(5) 避難誘導等 

（略） 

  エ 町及び道は、避難経路の除雪・防雪・凍結防止のため必要な措置

を講ずるものとする。 

 

(6) 意識の普及啓発等 

     町及び道は、地域住民等が、「自らの命は自らが守る」という早期避

難への意識を持ち、その意識を持続的に共有し、津波来襲時に円滑かつ

迅速な避難を行うことができるよう、必要に応じて冬期の課題に配慮さ

れた内容により、ハザードマップや津波避難計画を作成・変更し、津波

避難に関する意識啓発のための方策を実施するものとする。 

 

４ 消防機関等の活動 

     町は、消防機関等が津波からの円滑な避難の確保等のために講ずる措

置について、次の事項を重点としてその対策を定めるものとする。 

 (1) ～(2) （略） 

 (3) 自主防災組織等の津波避難計画作成等に対する支援 

 (4) 津波到達予想時間等を考慮した退避ルールの確立 

  

（略） 

５ 水道、電気、ガス、通信、放送関係 

 (1) 水道 

     水道事業の管理者等は、地域住民等の津波からの円滑な避難を確保

するため、水道管の破損等による二次災害を軽減させるための措置を

実施するものとする。 

（略） 

(5) 避難誘導等 

（略） 

  エ 町 は、避難路の除雪・防雪・凍雪害防止のため必要な措置を講

ずるものとする。 

 

(6) 意識の普及啓発等 

     町及び道は、居住者等が津波来襲時に的確な避難を行うことができる

よう、 津波避難に関する意識啓発のための方策を実施するものとす

る。 

 

 

 

４ 消防機関等の活動 

     町は、消防機関等が津波からの円滑な避難の確保等のために講ずる措

置について、次の事項を重点としてその対策を定めるものとする。 

 (1) ～(2) （略） 

 (3) 自主防災組織等の津波避難計画作成等に対する指導 

 (4) 救助・救急 

 (5) 緊急消防援助隊等応援部隊の進出・活動拠点の確保等 

（略） 

５ 水道、電気、ガス、通信、放送関係 

 (1) 水道 

     水道事業の管理者等は、 津波からの円滑な避難を確保するため、

水道管の破損等による二次災害を軽減させるための措置を実施するも

のとする。 
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 (2) 電気 

     大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報の伝達や夜間の避

難時の照明の確保等に加え、冬期の医療施設や避難所等での防寒対策

及び夏期の熱中対策に重要であることを踏まえ、優先的に電力を必要

とする重要施設をあらかじめ選定し、電力事業者と共有する。 

 

  

 

 

 （削除） 

 

 

 

 

 （略） 

 (3) 通信 

 

る。６ 交通対策 

 (1) 道路 

  ア 町、北海道警察及び道路管理者は、津波の来襲により危険度が高

いと予想される区間及び避難路として使用が予定されている区間

についての交通規制の内容を、住民の安全確保を最優先するよ

う、相互に協議、連携し、広域的な整合性に配慮しつつ定めると

ともに、事前の周知措置を講ずるものとする。 

  イ 冬期においては、緊急輸送道路や避難場所へのアクセス道路等の

除雪体制を優先的に確保する対策を講ずるものとする。 

 (2) 電気 

     電気事業の管理者等は、津波からの円滑な避難を確保するため、大

津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報の伝達や 避難時の照

明の確保等が必要なことから、冬期においても確実に電力が供給でき

るよう、また、機能が停止した場合でも早期に復旧できるよう、電力

供給や早期復旧のための体制確保等必要な措置を講じるとともに、火

災等の二次災害の防止に必要な利用者によるブレーカーを切る操作等

の措置に関する広報を実施するものとする。 

 

 (3) ガス 

     ガス事業の管理者等については、津波からの円滑な避難を確保する

ため、火災等の二次災害防止のための利用者によるガス栓閉止、液化

石油ガスボンベの転倒防止等必要な措置に関する広報を実施するもの

とする。 

 （略） 

(4) 通信 

 

る。６ 交通対策 

 (1) 道路 

  ア 町、北海道公安委員会及び道路管理者は、津波の来襲により危険

度が高いと予想される区間及び避難路として使用が予定されてい

る区間についての交通規制の内容を、住民の安全確保を最優先す

るよう、相互に協議、連携し、広域的な整合性に配慮しつつ定め

るとともに、事前の周知措置を講ずるものとする。 

  イ 道路管理者は、避難場所へのアクセス道路等について、除雪・防

雪・凍雪害防止のため必要な措置を講ずるものとする。 
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 (2) 海上 

     第一管区海上保安本部（広尾海上保安署）及び港湾管理者は、海上

交通の安全を確保するため、海域監視体制の強化、船舶交通の輻輳が

予想される海域における船舶交通の制限、漂流物発生対策等の措置を

講ずるとともに津波による危険が予想される場合に安全な海域へ船舶

の退避等を実施する措置について、予想される津波の高さ、到達時間

等を踏まえ具体的に定め、これに基づき必要な措置を講ずるものとす

る。 

 

７ 町自ら管理又は運営する施設に関する対策 

 (1) 不特定かつ多数の者が出入りする施設 

（略） 

  ア 各施設に共通する事項 

   (ｱ) 大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報の入場者等へ

の伝達 

     海岸近くにある施設については、大津波警報（特別警報）・津

波警報・津波注意報の発表が行われる前であっても、強い揺れを

感じたとき、または弱い揺れであっても長い時間ゆっくりとした

揺れを感じたときは直ちに避難するよう入場者に対し伝達する。 

なお、伝達方法等については、次の事項に留意する。 

    ａ 入場者等が極めて多数の場合は、これらの者が円滑な避難行

動をとり得るよう情報の適切な伝達方法を考える等の措置を講

ずること。 

（略） 

    （削除） 

 

 (2) 海上 

     第一 海上保安＿部（広尾海上保安署）及び港湾管理者は、海上交

通の安全を確保するため、必要に応じて船舶交通の輻輳が予想される

海域における船舶交通の制限 等の措置を講ずるとともに津波による

危険が予想される地域から安全な海域へ船舶を退避させる等の措置に

ついて、予想される津波の高さ、到達時間等を踏まえ具体的に定め、

これに基づき必要な措置を講ずるものとする。 

 

 

７ 町自ら管理又は運営する施設に関する対策 

 (1) 不特定かつ多数の者が出入りする施設 

（略） 

  ア 各施設に共通する事項 

   (ｱ) 大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報の入場者等へ

の伝達 

      

 

 

 

なお、伝達方法等については、次の事項に留意する。 

    ａ 来場者等が極めて多数の場合は、これらの者が円滑な避難行

動をとり得るよう 適切な伝達方法を考慮すること。 

 

（略） 

    ｃ 施設が海岸近くにある場合には、強い地震を感じたとき、又

は弱い地震であっても長い間ゆっくりとした揺れを感じたとき
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(ｲ) 入場者等の避難のための措置 

（略） 

   (ｷ) 非常用発電の整備、防災行政無線、テレビ、ラジオ、コンピュ

ータなど情報を入手するための機器の整備 

（略） 

 イ 個別事項 

  (ｱ) 病院、診療所等にあっては、重症患者、新生児等、移動すること

が不可能又は困難な者の安全確保及び避難誘導のための必要な措

置 

（略） 

   ａ 学校等が、町の定める津波避難対象地区にあるときは、避難誘

導のための必要な措置 

（略） 

   (ｳ) 社会福祉施設にあっては、重度障がい者、高齢者等、移動する

ことが不可能又は困難な者の安全の確保及び避難誘導のための必

要な措置 

     なお、要配慮者の避難誘導方法に配慮し、具体的な措置内容は

施設ごとに別に定めるものとする。 

（略） 

(3) 工事中の建築物等に対する措置 

     工事中の建築物その他の工作物又は施設については、津波襲来に備

えて安全確保上実施すべき措置の方針を定めるものとする。 

（略） 

は、大津波警報（特別警報）・津波警報・津波注意報が発表され

る前であっても、直ちに避難するよう来場者等に対し、伝達する

方法を明示すること。 

   (ｲ) 入場者等の安全確保のための退避等の措置 

（略） 

   (ｷ) 非常用発電装置の整備、防災行政無線、テレビ・ラジオ・コン

ピュータなど情報を入手するための機器の整備 

（略） 

  イ 個別事項 

   (ｱ) 病院、診療所等にあっては、重症患者、新生児等、移動するこ

とが不可能又は困難な者の安全確保 のための必要な措置 

 

（略） 

    ａ 学校等が、町の定める津波避難対象地区にあるときは、避難

の安全に関する措置 

（略） 

   (ｳ) 社会福祉施設にあっては、重度障がい者、高齢者等、移動する

ことが不可能又は困難な者の安全の確保＿のための必要な措置 

     なお、＿具体的な措置内容は施設ごとに別に定めるものとす

る。 

 

（略） 

(3) 工事中の建築物等に対する措置 

     工事中の建築物その他の工作物又は施設については、津波来襲に備

えて安全確保上実施すべき措置の方針を定めるものとする。 

 （略） 
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８ 迅速な救助 

(1) 町及び道は、自衛隊・警察・消防等実働部隊による迅速な救助のた

め、被災地への経路及び空港・港湾等の活動拠点の確保を含む救助活

動における連携の推進等を図る。 

 

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 

１ 建築物、構造物等の耐震化 

（略） 

 (2) 町及び道は、防災拠点や学校など公共施設の耐震診断を速やかに行

い、その結果を公表するとともに、施設の耐震性の向上を図る。 

 

 

（略） 

 (4) 特に公立学校施設は、屋内運動場等の天井、照明器具、バスケット

ゴール等の総点検を実施し、非構造部材の耐震対策の一層の促進を図

る。 

 

 

２ 避難場所の整備 

 安全な避難場所の確保のため、維持補修に努める。 

 

３ 避難経路の整備 

 避難経路への安全な移動を確保するため、維持補修に努める。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 

１ 建築物、構造物等の耐震化 

（略） 

 (2) 町及び道は、防災拠点や学校など公共施設の耐震診断を速やかに行

い、その結果を公表するとともに、特に学校施設の耐震化について

は、平成２７年度までのできるだけ早い時期に完了させ、施設の耐震

性の向上を図る。 

（略） 

 (4) 特に公立学校施設は、屋内運動場等の天井、照明器具、バスケット

ゴール等の総点検を実施し、落下防止対策については、平成２７年度

までの速やかな完了を目指すこととし、非構造部材の耐震対策の一層

の促進を図る。 

 

２ 避難場所の整備 

 安全な避難地の確保のため、維持補修に努める。 

 

３ 避難路の整備 

 避難地への安全な移動を確保するため、維持補修に努める。 
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４ 避難誘導及び救助活動のための拠点施設その他の消防用施設の整備等 

 町は、拠点施設、消防用施設及び消防用資機材の整備を行うものとす

る。 

（略） 

第６節 防災訓練計画 

１ 町及び防災関係機関における防災訓練の実施 

（略） 

(3) (1)の防災訓練は、地震発生から津波来襲までの円滑な津波避難、後発

地震への注意を促す情報等が発信された場合の情報伝達、その他の災害

応急対策を中心とする。 

（略） 

第７節 地震防災上必要な教育及び広報に関する事項 

（略） 

１ 町職員に対する教育 

 (1) （略） 

 (2) 職員に対する防災教育は、災害対策本部等に係る各班の所掌事務

等を踏まえ各部局、各機関ごとに行うものとし、その内容は少なく

とも次の事項を含むものとする。 

  ア～イ （略） 

ウ 後発地震への注意を促す情報等が発信された場合及び日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に

関する知識 

  エ 後発地震への注意を促す情報等が発信された場合及び日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震が発生した場合に職員等が果たすべき役割 

  オ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策として現在講じられ

ている対策に関する知識 

４ ＿消防用施設の整備等 

 町は、＿消防用施設及び消防用資機材の整備を行うものとする。 

 

（略） 

第６節 防災訓練計画 

１ 町及び防災関係機関における防災訓練の実施 

（略） 

(3) (1)の防災訓練は、地震発生から津波来襲までの円滑な津波避難＿その

他の災害応急対策を中心とする。 

 

（略） 

第７節 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 

（略） 

１ 町職員に対する教育 

 (1) （略） 

 (2) 職員に対する防災教育は、災害対策本部等に係る各班の所掌事務

等を踏まえ各部局、各機関ごとに行うものとし、その内容は少なく

とも次の事項を含むものとする。 

  ア～イ （略） 

ウ  地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

   

 

エ  職員等が果たすべき役割 

   

オ  地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 
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  カ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策として今後取り組む

必要のある課題 

 

  キ 後発地震への注意を促す情報の内容に基づきとられる措置の内容 

 

２ 住民等に対する教育・広報 

 (1)町は、関係機関と協力して、住民等に対する教育・広報を実施すると

ともに、道は、町等が行う住民等に対する教育・広報に関し必要な助

言を行うものとする。 

 

 (2) 教育・広報は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うも

のとし、その内容は、少なくとも次の事項を含むものとする。 

ア ～ イ （略） 

  ウ 後発地震への注意を促す情報の内容及びこれに基づきとられる措

置の内容 

エ 後発地震への注意を促す情報が発信された場合及び日本海溝・千

島海港周辺海溝型地震が発生した場合の出火防止対策、近隣の人々と

協力して行う救助活動・避難行動、自動車運転の自粛等、防災上とる

べき行動に関する知識 

  オ 正確な情報の入手の方法 

  カ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

  キ 各地域における避難対象地域、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する

知識 

  ク 各地域における避難場所及び避難経路に関する知識 

  ケ 地域住民等自らが実施し得る、最低でも３日間分、可能な限り１

週間程度分の生活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止等の平素から

カ 今後地震対策として取り組む必要のある課題 

 

 

（新設） 

 

２ 住民等に対する教育・広報 

 (1) 町は、関係機関と協力して、住民等に対する教育・広報を実施する

とともに、 町等が行う住民等に対する教育・広報に関し必要な助言

を行うものとする。 

 

 (2) 教育・広報は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うも

のとし、その内容は、少なくとも次の事項を含むものとする。 

ア ～ イ （略） 

（新設） 

 

ウ 地震が発生した場合における出火防止＿、近隣の人々と協力して

行う救助活動＿、自動車運行の自粛等、防災上とるべき行動に関する

知識 

 

  エ 正確な情報＿入手の方法 

オ 防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 

  カ 各地域における避難対象地区、急傾斜地崩壊危険箇所等に関する

知識 

  キ 各地域における避難地及び避難路に関する知識 

  ク 平素住民＿が実施しうる応急手当、生活必需品の備蓄、家具の固

定、出火防止等の＿対策＿の内容＿ 

7-16 

7-17 

北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



66 / 75 

令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

の対策及び災害発生時における応急措置の内容や実施方法 

  コ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施 

  サ 防寒具等の冬季における避難の際の非常持出品 

 

第８節 地震防災力の向上に関する計画 

 

 海溝型地震では、広域かつ甚大な被害が発生するおそれがあり、地域の

災害状況によっては地震発生直後の応急対策活動に時間を要する可能性も

あることから、「自らの身の安全は自らが守る」という防災の原点に立っ

て、住民自ら可能な防災対策を実践することに加え、地域住民、事業所、

自主防災組織等の参加・連携による地域防災力の向上が重要である。 

 

１ 住民の防災対策 

 (1) 町民は、家庭又は職場等において、個人または共同で、人民の安全

を第一として混乱の防止に留意しつつ、地震・津波災害による被害の

発生を最小限にとどめるために必要な措置をとるものとする。 

 (2) 町民は平時より地震・津波に対する備えを心掛け、地震防災に関わ

る研修や訓練等への参加などを通じて、実践的な災害対応能力を身に

つけるよう努めるものとする。 

 (3) 平常時及び地震発生時の町民の心得等については、第６章第４節

「町民の心構え」に定めるところによる。 

 

２ 自主防災組織の育成等 

(1) 町民は、地域の自主防災組織に積極的に参加し、地域の防災に寄与

するよう努めるものとする。 

(2) 町は、地域ごとの自主防災組織の設置及び育成に努め、地域住民が

 

  ケ 住宅の耐震診断と必要な耐震改修の実施 

  （新設） 

 

（新設） 
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一致団結して、初期消火活動の実施、避難行動要支援者の避難誘導等

の防災活動が効果的に行われるよう協力体制の確立を図る。 

(3) 町は、自主防災組織の普及のため、啓発資料の作成をはじめ、担当

者や自主防災組織のリーダーの研修会等の実施に努める。 

(4) このほか、自主防災組織の育成等については、第４章第５節「自主

防災組織の育成等に関する計画」に準ずる。 

 

３ 事業所等の防災対策 

   (1) 事業所を営む企業は、災害時に企業が果たす役割（従業員・顧客等

の安全の確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との共

生）を十分に認識し、防災体制の整備、防災訓練、事業所の耐震化、

予想被害からの復旧計画策定等を実施するなどの防災活動の推進に努

めるものとする。 

   (2) 基本計画で定められた区域において、法令に定める不特定多数の者

が出入りする施設、危険物取扱施設等の施設又は事業を管理・運営す

る事業者は、対策計画等に基づき、町、防災関係機関及び地域住民等

との連携にも配慮し、防災対策を実施するものとする。 

   (3) 多数の者が利用し、又は従事する施設並びに危険物を取り扱う事業

所において、自衛消防組織が法令により義務付けられている一定の事

業所については、消防関係法令の周知徹底を図るとともに、防災要員

等の資質の向上に努めるものとする。 

     また、その他の事業所についても、自主的な防災組織の設置、育成

等を図り、積極的な防災対策の整備、強化に努めるものとする。 
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第９節 後発地震への注意を促す情報が発信された場合にとるべき防災対

応に関する事項 

      日本海溝・千島海港沿いでは、Mw7.0以上の地震が発生した後、数日

程度の短い期間において、Mw8クラス以上の地震が続いて発生するな

ど、後発地震が発生した事例もあることから、実際に後発地震が発生す

る確率は低いものの、巨大地震が発生した際の甚大な被害を少しでも軽

減するため、国からの「北海道・三陸沖後発地震注意情報」の発信を受

け、町及び道等から地域住民に対して注意を促すものとする。 

   １ 後発地震への注意を促す情報等の伝達、町の災害に関する組織等の設

置等 

 (1) 後発地震への注意を促す情報の伝達 

     後発地震への注意を促す情報その他これらに関連する情報や後発地震

に対して注意する措置等（以下「後発地震への注意を促す情報等」と

いう。）の伝達については、気象庁及び消防庁からの伝達を道で受け

た後、市町村への伝達のほか、次の事項にも配慮する。 

    ア 防災行政無線や緊急速報メール等の活用、地域の自主防災組織や

その他の公共的団体等の協力による伝達手段の多重化に努め、可能

な限り短い時間内において正確かつ広範囲に伝達を行うものとす

る。 

   イ 地域住民等に対する後発地震への注意を促す情報等の伝達を行う

際には、具体的にとるべき行動を併せて示すこと等に配慮するもの

とする。 

   ウ 状況の変化等に応じて、後発地震への注意を促す情報等を逐次伝

達するために必要な措置を講ずるとともに、地域住民等が正確に理

解できる平明な表現を用いて、反復継続して行うよう努めるものと

する。 

（新設） 
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69 / 75 

   エ 外国人等の特に配慮を要する者に対する情報伝達については、外

国語放送等様々な周知手段を活用するよう努めるものとする。 

(1) 町の災害に関する組織等の設置 

災害対策本部等の設置運営方法その他の事項については、第３章第

２節１「組織」に準ずる。 

２ 後発地震への注意を促す情報等が発信された後の周知 

     町及び道は、地域住民等に冷静な対応を呼びかけるとともに、後発地

震への注意を促す情報等の内容、交通に関する情報、ライフラインに関

する情報、生活関連情報等、地域住民等に密接な関係のある事項につい

て周知するものとする。 

    

 ３ 災害応急対策をとるべき期間等 

   町及び道は、後発地震への注意を促す情報の発信に至った地震の発生

から１週間、後発地震に対して注意する措置を講ずる。 

    

 ４ 町のとるべき措置 

     町は後発地震への注意を促す情報等が発信された場合において、道と

協力し、地域住民に対し、日頃からの地震への備えの再確認や、円滑か

つ迅速な避難をするための備え等の防止対策をとる旨を呼びかける。 

     また、日頃から地震への備えを再確認するとともに、施設・設備等の

点検等により円滑かつ迅速な避難を確保するよう備える。 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

第９章 事故災害対策計画 

第３節 道路災害対策計画 

３ 災害応急対策 

（略） 

別記 

情報通信連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９章 事故災害対策計画 

第３節 道路災害対策計画 

３ 災害応急対策 

（略） 

別記 

情報通信連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9-15 

北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
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第４節 危険物等災害対策計画 

４ 災害応急対策 

（略） 

別記 

情報通信連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 危険物等災害対策計画 

４ 災害応急対策 

（略） 

別記 

情報通信連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9-26 

北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

第５節 大規模な火事災害対策計画 

４ 災害復旧 

（略） 

別記 

情報通信連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 大規模な火事災害対策計画 

４ 災害復旧 

（略） 

別記 

情報通信連絡系統図 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 
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広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
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第６節 林野火災予消防計画 

３ 林野火災対策 

（略） 

林野火災連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 林野火災予消防計画 

３ 林野火災対策 

（略） 

林野火災連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9-34 

国・道等の機

構改革に伴う

修正 
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令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
 

４ 災害応急対策 

 (1) 情報通信 

  ア 情報通信連絡系統 

    広範囲にわたる林野焼失等の災害時における連絡系統は、次のと

おりとする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 災害応急対策 

(1) 情報通信 

  ア 情報通信連絡系統 

    広範囲にわたる林野焼失等の災害時における連絡系統は、次のと

おりとする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9-35 

北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年２月 29日 

広尾町地域防災計画 新旧対照表 

新 旧 備考欄 
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第１０章 災害復旧被災者援護計画 

（略） 

 また、被災者等が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組む

ことができるよう、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況

を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を

継続的に実施する取組）の実施等により、見守り・相談の機会や被災者台

帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制

度を知ることが出きる環境の整備に努めるものとする。 

（略） 

第２節 被災者援護計画 

２ 被災者台帳の作成及び台帳情報の利用・提供 

 (1) 被災者台帳の作成 

  ア 町は、町域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災

者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるとき

は、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護

の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。 

   また、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、被災者台帳の作成

にデジタル技術を活用するよう積極的に検討するものとする。 

 

 

第１０章 災害復旧被災者援護計画 

（略） 

 また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保や生活資金の援助

等、きめ細やかな支援策を講じるものとする。 

 

 

 

 

（略） 

第２節 被災者援護計画 

２ 被災者台帳の作成及び台帳情報の利用・提供 

 (1) 被災者台帳の作成 

  ア 町は、町域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災

者の援護を総合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるとき

は、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施状況、配慮を

要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護

の総合的かつ効率的な実施に努めるものとする。 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 
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北海道地域防

災計画を踏ま

えた修正 

 

 


